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１．事業概要

１．１　事業目的

　南海トラフを震源とするＭ９クラスの巨大地震の発生を前提として、各地で地域防災力を高めるための

取り組みが試みられている。我が国有数の貿易港である三河港湾では、地震による複合災害が懸念されて

いる。とりわけ港湾に隣接する企業等では、人的被害と経済的損失を最低限に抑えると同時に事業継続の

ための備えが急務となっている。

　本事業（平成 26 年度「成長分野等における中核的専門人材養成等の戦略的推進事業」）は、こうした企

業等に勤務する防災担当者を防災の中核的人材に押し上げるためのモデル養成プログラムの策定を目的と

して実施するものであり、平成 25 年度からの継続事業である。

１．２　前年度の成果概要と今年度の成果目標

　平成 25 年度は、人材養成プログラムの導入及びその後の普及に向け、アンケートによるニーズ調査、シ

ンポジウム開催による先進エリアの防災への取り組み状況と課題共有を行った後、事前対策～発災時対応、

そしてその後の早期復旧に向けたプロセスに高い意識とリーダーシップを持って継続的に取組める企業・

自治体等の中核的な人材を養成するためのプログラムとして『地域地震防災コース』を試行導入した。

　当該コースには、東三河港湾の企業を中心とした 59 名を受講生として受け入れ、うち、一定条件を満た

した 55 名の受講生に修了証を授与した。事前アンケートとシンポジウム開催をコースの試行導入と関連づ

けて行ったことで、対象者のニーズと当大学における教員の研究シーズとの相関を事前の会議で検討し、

教材作成やコース運営に反映することができ、受講生からのモデル養成プログラム策定に向けた試みへの

評価は概ね高評価であった。

 その一方、前年度試行導入したコースでは、受講生によっては提供したプログラムにおける個々の講義の

内容が、易しすぎたり難しすぎたりして受講生のレベルとのミスマッチが生じていた。そのため、それを

調整する「地域連携協議会」の役割や効力を強化する必要性が指摘された。

　本年度は、Basic コースと Advance コースという２種類のコースを用意し、受講生ごとに自分のレベルに

沿った内容の講義を受講できるようコースの内容を拡充すると同時に、受講生が、学習内容を体験をとお

して正確に理解し、深めることできるようワークショップや現地視察等を取り入れた。さらに、前年度の「地

域連携協議会」に当たる組織の活動を推進し、職域プロジェクトの上位組織としての位置づけを明確化す

ることによって、より実務への応用可能性の高いプログラム策定を進めた。

１．３　実施体制

　Ｈ 25 年度の実施体制（図１－１）を見直し、本年度は図１－２のように実施体制を変更した。前年度か

らの変更点は以下の３点である。

　１）人材養成の対象を「三河港湾を中心とする企業・自治体等」に絞った

　２）上記に伴い、実施にあたってニーズとシーズの調整を行う協議会の名称を「地域連携協議会」から

　　　「三河港湾防災・減災連絡会」に変更し、協力関係機関の範囲も限定した

　３）上記の協議会の上位に、策定したモデル養成プログラム及びその成果をより広く普及させる組織と　　

　　　して、新たに「社会人の学び直し地域連携協議会」（実施段階で「社会人キャリアアップ連携協議

　　　会」に名称変更）を設置し、それらの運営と調整に関わる専任コーディネータを置いた
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　本事業では、防災人材のモデル養成プログラムの開発・普及に向けた骨子づくりや事業全体の評価を担

う「産学官コンソーシアム」と、コース自体の企画・運営～成果のとりまとめを担う「職域プロジェクト」

とに１名ずつ専任の担当者を置き、事業実施に関わる各組織の構成メンバーと調整し事業を進めた。

　

１．４　事業推進メンバー

　前述のとおり本事業は、「産学官コンソーシアム」と「職域プロジェクト」とに分かれている。

　表１－１に示すのは、「産学官コンソーシアム」の事業に関わる「三河港湾防災・減災連絡会」の構成メ

ンバーである。メンバーは、事業の推進を担う豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンターのセ

ンター長・副センター長を筆頭に、今年度は人材養成の対象範囲を三河港湾部としたことから、港湾部の

工業地域に立地する企業がエリアごとに集まってつくる５つの企業団体（蒲郡地区委員会防災部会（蒲郡）・

御津臨海企業懇話会（豊川）・神野地区防災部会（豊橋）・明海地区防災企業議会（豊橋）・田原臨海企業懇

話会（田原））の代表者とそれら各企業団体の事務局を担当している各市の関係部局の担当者を中心として

呼びかけを行った他、本事業の連絡調整担当者と事務局担当者、そして成果のその後の事業化及び普及・

啓発を担う役割として前年度から協力を得ている（株）サイエンス・クリエイトからの担当者で構成した。

なお、図１－３は上記の補足情報として、対象とする三河港湾及び企業団体をもつ５つの工業地域の地理

的関係を衛星画像上に示したものである。

25
25 26

25
25 26

幅広い学び直しテーマの産学官コンソーシアムで
取り組み内容を改善

専任コーディネータが連絡調整

図１－２　Ｈ 26 年度実施体制

図１－１　Ｈ 25 年度実施体制
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図１－３　対象とする三河港湾と工業地域の立地（下図：google earth）

表１－１　「三河港湾防災・減災連絡会」構成メンバー

－ 5－

三　河　湾

豊　橋　市

田　原　市

豊　川　市蒲　郡　市

明海地区田原地区

神野地区

蒲郡地区 御津地区

N

企業数 44社

企業数 79 社

企業数 73 社

企業数 34 社

企業数：91 社



表１－２　職域プロジェクト推進メンバー（2014 年 12 月時点）

　続いて表１－２に示すのは、「職域プロジェクト」の推進に関わるメンバーである。職域プロジェクトは、

災害リスク研究コア・環境リスク研究コア・生活リスク研究コアの３つの研究コアからなる豊橋技術科学

大学安全安心地域共創リサーチセンターに所属する教員のうち、主にセンター長、副センター長、事業推

進の役職を帯びたメンバーと事務局担当者とで協議・調整の上、実施した。

１．５　実施状況

　表１－３は、事業の実施スケジュールに対して実施した事業内容を時系列にまとめたものである。

　今年度事業は、人材養成のモデルプログラム作成に向け、人材養成プログラムの企画運営に関わる「三

河港湾防災・減災連絡会」の設置・運営、人材養成コース「地域地震防災コース」の実施、プログラムの

中間評価としてシンポジウムを開催した。実施項目別の実施内容は次の通りである。
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表１－３　事業の実施状況

　（１）「三河港湾防災・減災連絡会」の設置

　事業の企画・運営から評価までを担う組織として、対象とする５つの企業団体の代表者と団体事務局と

なっている各行政機関の事務局担当者で構成される「三河港湾防災・減災連絡会」を設置した。５月末に

関係する企業団体代表者と事務局担当者を訪問し、連絡会の設置と連絡会への参加の承諾を得て、ＣＡＲ

Ｍに事務局を設置、７月末に第１回連絡会を開催した。連絡会は「地域地震防災コース」の実施検討段階、

実施直後の評価段階、そして次年度の事業継続のあり方を議論する今年度事業の見直し段階に各１回ずつ

開催し、それ以外での個別の懸案事項はメールでの審議とした。

　（２）平成 26 年度「地域地震防災コース」の開講

　人材養成のモデルプログラム策定のため、前年度に導入、実施した「地域地震防災コース」を今年度も

継続して実施した。今年度は、前述の連絡会を設置し、コースの実施に関する企画調整を行った他、前年
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表１－４　防災人材養成プログラム

表１－５　東海圏減災研究コンソーシアム・リエゾン会議日程

度のコース受講生へのアンケート調査結果を参考にコースの再編成を行うと同時に、前年度受講生から要

望の多かった防災先進地の視察も実施した。実施に関して、スタッフミーティングを月１～２回のペース

で開催し、準備作業を都度共有した。また、東海圏の６つの大学（名古屋大学、名古屋工業大学、岐阜大学、

三重大学、静岡大学、豊橋技術科学大学）が参画している東海圏減災研究コンソーシアムにて、各大学で

取り組んでいる人材養成プログラムについて情報収集を行った（表１－５）。

　

　（３）防災シンポジウムの開催

　今年度実施した「地域地震防災コース」の結果を踏まえ、次年度以降の取り組み展望を議論するシンポ

ジウムを開催した（表１－６）。定員１５０名として自治体・企業等の防災担当者だけでなく一般の参加者
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表１－６　シンポジウム概要

も募り、リサーチセンターの人材養成事業の報告後、地域行政の防災担当者、臨海企業からの代表者、外

部から招へいした専門家でパネルディスカッション形式による議論を行った。

１．６　本報告書の構成

　本報告書では、産学官コンソーシアムの活動報告と職域プロジェクトでの取り組み報告とをあわせて行

う。まずはじめに事業の企画・運営～評価の役割を担う組織として設置した「東三河港湾防災・減災連絡会」

の設置と活動状況の報告を行い（２章）、次に、今年度の「地域地震防災コース」の実施内容と受講生に対

して実施したアンケート結果を報告し（３章）、最後に、今年度の「地域地震防災コース」の取り組み成果

を踏まえて議論したシンポジウムの開催内容を報告する（第４章）。
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２．産学官コンソーシアムの活動と事業評価

２．１　「三河港湾・防災減災連絡会」の設置

　今年度は、事業の企画・運営から評価を担う組織「三河港湾・防災減災連絡会」（図２－１）を設置した。

構成メンバーは、前章の表１－１に示す通りである。

　三河港には、300 を越える企業の事業所が立地している。東三河エリアには大きく分けて「蒲郡」・「御津」・

「大塚」・「神野」・「明海」・「田原」の６つの企業団地が主として港湾部の堤外地エリアに存在する。そのうち「大

塚」を除く５つの企業団地にそれぞれ防災活動を行う団体を立ち上げており、５つの企業団地内に立地し

ている事業所の多くがこれに所属している。いずれの団体も企業団地を管轄している行政機関が事務局と

して団体の運営や活動のサポートを行っている。

　設置にあたり、ＣＡＲＭ事務局と産学官コンソーシアムの担当者で、５つの企業団体（蒲郡地区委員会

防災部会・御津臨海企業懇話会・神野地区防災自治会・明海地区防災連絡協議会・田原企業臨海懇話会）

と各企業団体の事務局を担っている行政担当課（蒲郡市企画部企画広報課・豊川市産業部企業立地推進課

／産業部港湾活性課・田原市政策推進部企業立地推進室）を訪問し、参加の了承を得た。また、本事業の

成果を運用していく機関の候補として、社会人の学び直しを企画・運営している（株）サイエンス・クリ

エイト（第３セクター）にも呼びかけを行い、本事業への賛同を得た。

　連絡会の事務局は、産学官コンソーシアムの担当者とＣＡＲＭの事務局で担い、連絡会開催日の調整、

会場の手配、議事資料の用意、議事録の作成等を行った。会議の議長は、ＣＡＲＭのセンター長（斉藤大樹）

が務め、ＣＡＲＭ事務局が進行管理を行った。

図２－１　三河港湾防災・減災連絡会の実施体制
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２．２　連絡会の議題と検討事項

　連絡会は全３回開催した。うち、１回目と２回目に会議、３回目がメールによる審議の機会を設けた。

連絡会の開催時期は、「地域地震防災コース」の開催前の７月下旬と開催後の 12 月上旬、そして事業のと

りまとめ段階の２月上旬とした。

　（１）第１回連絡会

　　 開催日：2014 年７月 30 日（水）10:00 ～ 11:30

　　 会　場：ライフポートとよはし

     出席者：古海、三富、遠山、西尾、渡辺、森高、増田、

　　　　　　 松井、木全、斉藤、中澤、穂苅、上田、小玉

     欠席者：佐藤、加納

　連絡会第１回は、まず構成メンバー同士での顔合わせ、産学官コンソーシアムの担当者から事業内容と

事業の進め方について説明をし情報共有を行った後、職域プロジェクト担当者から今年度の人材養成コー

スカリキュラムの企画案について説明を行い、その後、その内容に対する審議と連絡会の活動のあり方に

ついて意見交換を行った。当日の議事次第及び配付資料は次の通りである。

　　　１）名簿確認（代表挨拶、自己紹介）

　　　２）事業説明

　　　　　事業の目的・概要・事業の必要性　等

　　　３）事業の進め方（日程）

　　　　　産学官コンソーシアムの活動と職域プロジェクトの活動

　　　　　三河港湾防災・減災連絡会の開催日程（第 1回、第 2回、第 3回）

　　　４）人材養成コースカリキュラムの検討

　　　　　コース内容、実施日程、場所　等

　　　　　ベーシックコース　アドバンスコース

　　　　　防災・減災関連施設見学会　：名古屋大学減災館　他　等について

　　　

　　　５）その他

　　　　【配付資料】

　　　１）議事次第

　　　２）連絡会構成員名簿（第１章 表１－１に同じ）

　　　３）事業計画書

　　　４）取り組み概要（イメージ）（図２－２）

　　　５）実施スケジュール（第１章 表１－３の「事業スケジュール」の表に同じ）

　　　６）人材養成カリキュラム（「地域地震防災コース」）日程・プログラム（案）（図２－３）

写真２－１　事業の進め方に関する意見交換

－ 12 －



・大規模災害への日頃からの万全の備え
・地域の企業等の対応格差の解消
・災害前後の実践的高度対応方策の学習、習得

実施目標

図２－２　人材養成カリキュラムの取り組み概要（イメージ）

図２－３　人材養成カリキュラムの日程・プログラム案（７月 30 日時点）

□　プログラム

■  ベーシック編（２０１３年度） ■  ベーシック編（２０１４年度）

■  アドバンス編

ＢＣＰとＢＣＭ／ＢＣＰ策定にあたってのポイント／まちづくり防災／

災害時の安全な帰宅／渋滞継続のメカニズム／帰宅計画を策定するために／避難所の運営

（４）基礎から学ぶ地震への備えと行動

地震はなぜ起こるのか／なぜ建物は崩壊するのか／高い建物と低い建物とはどちらが安全か
強度型か靱性型か／免震構造とは何か／津波にどう備えるか／地域防災力をいかに高めるか

振動学の基礎／耐震設計法の歴史と新耐震設計法の考え方／耐震診断法のあらまし／
耐震診断結果の読み方／耐震補強法の種類／免震工法・制振工法の考え方

津波と高潮の違い／津波を知る／三河湾内での津波の伝播／高潮を知る／三河湾奥部の低平地／
沿岸防災上の課題／愛知県の沿岸災害に対する対応状況／愛知県の高潮・津波の浸水想定結果

どこに避難するか／避難生活の種類／避難所の運営方法／もし小学校に避難することになったら
避難所にもとめられる機能・設備

鉄筋コンクリート構造／耐震診断／耐震補強

キーワード１／キーワード２／キーワード３・・・

事業継続計画（ＢＣＰ）／生活継続計画（ＬＣＰ）／地域継続計画（ＤＣＰ）
リスクマネジメント／クライシスマネジメント／レジリエンス

地盤地震工学／地盤の液状化／生メカニズム／被害の分類／地盤調査／液状化対策

（１）基礎から学ぶ地震と防災

（４）基礎から学ぶ避難方法と避難所運営

（３）基礎から学ぶ津波・高潮

（２）基礎から学ぶ建物の地震対策

（１）地盤の液状化 －メカニズム，被害，対策－

（４）  事業継続計画の策定とマネジメント

（３）防災まちづくり

（２）建物の耐震診断と耐震補強

斉藤大樹

中澤祥二

加藤　茂

三浦均也　

松井智哉

大貝　彰

増田幸宏

垣野義典

（仮）

10 月７日（火）18:00-20:00

10 月 14 日（火）18:00-20:00

11 月４日（火）18:00-20:00

11 月 11 日（火）18:00-20:00

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

建築・都市システム学系・客員准教授
（芝浦工業大学システム理工学部・准教授） 

（理事／副学長） 

講師：

地震はなぜ起こるのか／なぜ建物は崩壊するのか／高い建物と低い建物とはどちらが安全か

強度型か靱性型か／免震構造とは何か／津波にどう備えるか／地域防災力をいかに高めるか

（１）基礎から学ぶ地震と防災

２月５日（水）18:00-20:00

斉藤大樹（建築・都市システム学系・教授） 講師：

講師：

振動学の基礎／耐震設計法の歴史と新耐震設計法の考え方／耐震診断法のあらまし／

耐震診断結果の読み方／耐震補強法の種類／免震工法・制振工法の考え方

（２）基礎から学ぶ建物の地震対策

２月 12日（水）18:00-20:00

２月 26 日（水）18:00-20:00

中澤祥二（建築・都市システム学系・教授） 講師：

講師：

講師：

講師：

講師：

講師：

津波と高潮の違い／津波を知る／三河湾内での津波の伝播／高潮を知る／三河湾奥部の低平地／

沿岸防災上の課題／愛知県の沿岸災害に対する対応状況／愛知県の高潮・津波の浸水想定結果

（３）基礎から学ぶ津波・高潮

２月 19日（水）18:00-20:00

加藤　茂 （建築・都市システム学系・准教授） 講師：

増田幸宏 （建築・都市システム学系・准教授） 講師：

講師：

new

new

new

new

10 月 9日（木） 18:00-20:00

11 月 6日（木） 18:00-20:00

11 月 13 日（木） 18:00-20:00

10 月 16 日（木） 18:00-20:00

会場：ライフポートとよはし／カモメリア 会場：未定

会場：未定

↓
59 名が受講し、3/4 回以上受講した 55名に修了証を授与

－ 13 －



　意見交換では、１）「地域地震防災コース」の日程会場、２）現地見学会の開催、３）コースのプログラム、

４）三河港湾防災・減災連絡会について委員間で次のような意見が交わされた。以下、発言者を◇＝企業、

◆＝行政、○＝大学の委員として分けて記載する。

　１）「地域地震防災コース」の日程・会場について

　　◇ライフポート等で開催された場合、蒲郡からは参加しにくい。

　　◇対象とする範囲が広域なので、真ん中あたりのライフポートやカモメリアでもいいかなと思う。

　　◇駐車場さえあればどこでもいい。

　　◇ターゲットが部署や会社を取りまとめる立場の人間だとすると、結局、業務として（出張扱い

　　　で）参加することになる。内容がよければ参加者は主催者に合わせて参加する。

　　◇業務として参加するので、開始時間はもう少し早いほうがよい。

　　◆市役所の担当者も業務として参加できたほうがよい。

　　　勤務時間内の方が「行って来い」といいやすい。

　　◇昨年度とやり方を変えてみて、前よりも駄目ならば戻して考えるということではどうか。

　　○大学としてもそれぞれの予定さえ合えば、15:00 ～ 17:00 に変更してもよいと思う。

　２）「現地見学会」について（候補：減災館＠名古屋大学）

　　◇業務として参加することになると思うので、平日の方が参加しやすい。

　　◇企業としては、人命を守ることを第一に考えて防災に取り組んでいる。案に出ているような施

　　　設よりも企業で独自にがんばって防災に取り組んでいるところを見に行くほうが、自分のとこ

　　　ろもがんばろうと思うのではないか。

　　○名古屋大学の減災館は、建物も中身も様々なアイデアが詰め込まれたいい施設だと思う。

　　　ただ、バスをチャーターしてそれだけを見に行くというのも物足りないので、もう少し内容を

　　　検討したい。

　３）コースのプログラムについて

　　◇講義ごとに、「この講義は○○に役立ちます」というものが添えてあると参加する側もイメージ

　　　ができる。

　　○大学の教員が教えられることは理論中心で、現場ですぐに実装できますという話はあまりでき

　　　ない。ただ、企業の工場にセンサをつけさせていただいて測らせていただくとか、今後、協力

　　　して研究を進めるという展開もあるので、現場の実情を踏まえていくことを少しずつでもやっ

　　　ていきたい。

　　◇企業としては、災害のよりリアルな状況をイメージしたい。被害想定としては、現在は液状化

　　　対策が課題となっている。そういう状況になった時の被害をどの程度イメージできるか。

　　◆コースプログラムでまだ確定していない箇所もあるので、その枠を少しもらって、市の職員が

　　　取り組み状況を話すというのはどうか？

　　◇コースを受講した方がその後企業でどう活かしたかを把握する作業も必要ではないか。

－ 14 －



　４）三河港湾防災・減災連絡会について

　　◇この場はいま大学のやることに意見をいう場という感じになっているが、私はこの場を産学官

　　　連携の話し合いの場にできればよいと思う。

　　○負担が一気にかかると途中で息切れしてしまう。まずは第３回のメール会議を集まって議論す

　　　る場にする、会議を１回増やすぐらいのことから考えたい。

　　◇企業としては、外の地域の自治体や企業がどのような取り組みをしているか知りたい。

　　◆たくさん組織がつくられて会合が開かれているが、それは特定の地域ごとであって、横のつな

　　　がりはあまりない。

　　○ 12/9 に豊橋市の商工会議所でシンポジウムを企画している。そこでは自治体や企業の方にパネ

　　　ラーで出ていただきたいと思っている。また、負担のかからない範囲で、ワークショップを企

　　　画して横のつながりづくりの場をどこかに入れられないか考えたいと思う。

以上の議論を踏まえ、以下のことについて検討する事とした。

　　１）「地域地震防災コース」の日程・会場

　　　・講義時間帯を 15:00-17:00 とする。

　　　・「ライフポート」あるいは「カモメリア」を第一候補に会場を確保する。

　　２）「現地見学会」について

　　　・平日開催とする。

　  　・「減災館」だけではなく、防災によく取り組んでいる企業への訪問等、いくつかの対象地を

        まわることも検討する

    ３）コースのプログラムについて

　  　・市の取り組み紹介やワークショップ等をプログラムに組み込むことを検討する。

　　４）三河港湾防災・減災連絡会について

　 　・港湾エリアの企業・自治体の防災担当者が集まっているこの場を活かせるよう

　　　 負担のかからない範囲で開催回数、開催方法などを検討する。

 最後に、豊橋技術科学大学より 8/26 までにコース公募のチラシを作成・配付していく事について報告が

あり、各自治体の広報掲載、各企業協議会等での周知方法等について、8/26 に開催される御津臨海企業懇

話会にてチラシ配付ができる様にすること、各自治体の広報掲載について、それぞれの自治体広報の原稿

提出期限に合わせて依頼することで合意した。

－ 15 －



　（２）第２回連絡会

　　 開催日：2014 年 12 月 9 日（火）10:30 ～ 11:40

　　 会  場：豊橋商工会議所　５階 502 室

　　 出席者：古海、三富、遠山、西尾、渡辺、森高、増田、佐藤、松井、木全、大羽（加納氏の代理）、

　　 　　　　斉藤、中澤、穂苅、上田、小柳津

　　 オブザーバー：壁谷、中島（以上、中部経済産業局）

　連絡会第２回は、人材養成カリキュラムの実施結果を

共有し、限られた予算の中で自主的に取り組みを継続し

ていくための課題等について意見交換の場を持った。

　また、連絡会第１回にて、防災・減災に関わる産学官

連携の場の構築への意見を受け「取組の共有化」の方法

に関する提案を行った。さらに、港湾企業の連携による

ＢＣＰの普及を推進している中部経済産業局より、取り

組み紹介が行われた。当日の議事次第及び配付資料は次

の通りである。

　　　１）人材養成コース実施結果について　　　　　　　　　

　　　　　参加状況，受講者アンケート結果について

　　　　　実施結果，今後の取組等について

　　　２）各地域・自治体での取組の共有化について　　　　　　 

　　　３）中部経済産業局の取組について　　　　　　　　　　　

　　　４）その他

　　　　【配付資料】

　　　１）議事次第

　　　２）Ｈ 26「地域地震防災コース」実施結果について

　　　　　（図２－４（抜粋）※完全版は資料編を参照）

　　　３）各地域・自治体での取組の共有化について（提案）（図２－５）

　　　４）中部経済産業局の取組みに関する資料（資料編に添付）

写真２－２　人材養成コース実施結果の報告

－ 16 －



コース運営について

時間帯変更によって参加者は「業務として」参加しやすくなったとの声が多かった

会場は公共交通機関でもアクセスしやすい会場を検討する必要がある

連絡会が発足したが、位置づけや役割について意見交換が必要

コース内容について

Advanceコースを開設し、前年度受講生を中心に多くに参加してもらえた

（ただし、次年度はAdvance受講生の行く場がない）

見学会は概ね好評だったが、企業の取組み事例を見学したいという声もきかれた

参加者同士の情報交流機会はその必要性を感じていたものの機会を設けることができなかった

アンケート結果について

同一企業団地からの参加者の参加動機、課題意識に共通する傾向がみられた

（先進的に取組みを進めている団地ではタイトなコミュニティがつくられつつある）

メカニズムを講義するコースに対し、防災を先進的に実践する企業の取組み事例の紹介や

実用化できる知識を求める受講生の声が多かった

（⇒大学がニーズ全てを満足させられないのである部分までの線引きとその先の連携が必要）
26

図２－４　「地域地震防災コース」実施結果（抜粋）

図２－５　各地域・自治体での取組の共有化について（提案）

 
 

 
,

. 
 

. ,
. 

 
, . 

 
, , . 

12/9 .

WEB  
 

 
 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

 

 
 

---------------------------------------------- 
 

 
---------------------------------------------- 

 
 

----------------------------------------------
BCP  
 

 

 
 

 

  

 
 

 

  
  

  

－ 17 －



　意見交換では、①「地域地震防災コース」の実施結果、②各地域・自治体での取組の共有化提案につい

て委員間で次のような意見が交わされた。以下、発言者を◇＝企業、◆＝行政、○＝大学の委員として分

けて記載する。

　　①「地域地震防災コース」の実施結果について（図２－４）

　　〇今年度は Advance コース 4コマとバスツアーを追加で開設し、コースの拡充ができた。

　　　来年度以降も今年度の内容を基本メニューにしながら、ご意見頂いた交流会等の実施など拡充

　　　も考えていく。今後予算的な裏付けは必要だが、大きな無理が生じないようにしながらできる

　　　だけ長く継続していきたい。

　　◇見学会は大学や自治体の体験施設や取組事例を実際に確認できて大変勉強になった。

　　②各地域・自治体での取組の共有化について　

　　〇新着情報、防災活動紹介までをお願いし、防災マニュアル、BCP、基礎情報などは各機関で内

　　　容はお任せでいいのではないか？もしくはいずれかの機関で事例を先ずご紹介頂き、例になら

　　　って記載頂くのも良いのではないか？

　　　新着情報などアップされたらニュースレター（メーリングリスト）で配信して、WEB ページ閲

　　　覧を促すという仕掛けで運用して欲しい。

　　　「東三河防災情報アーカイブ」（仮称）の名称はいかがか？　

　　　その他、養成コースの教材や CARM や東海圏防災・減災研究コンソーシアムの活動を紹介する

　　　とか、皆さんからは関係する活動など情報共有につながるツールに発展させていければ良い。

　　◇ 2009 年の台風での高潮以来、マニュアルや計画に沿った準備してきている。地震、津波はい

　　　つ来るかは分からないが、高潮は毎年来ると想定して準備している。

　　　提案された項目について当方の事例を提示できるので協力したい。

　　〇 TOP ページバナーについては、自治体の WEB サイトに直接飛べるリンク先を紹介頂く。

　　　例示をしながら 1月末位で依頼するのでご協力をお願いしたい。

 

　また、今年度事業について各委員から一言ずつ次のようなコメントをいただいた（以下、発言順）。

　

　　（株）サイエンス・クリエイト　

　　防災コース継続頂き次年度はぜひ参加したい。　　

　　

　　御津臨海企業懇話会

　　アーカイブの活用の次に情報収集や見学の場の紹介を頂ければ活用していきたい。

　　

　　豊川市産業部企業立地推進課

　　3カ年の取組で来年度は地域の BCP を作っていくステップになるので、中部経済産業局様には

　　講師依頼等、ご相談したい。アーカイブについてもこちらも他の活動を知りたいので情報提供

　　で協力したい。
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　　明海地区防災連絡協議会

　　地域の企業での対応格差があっては減災の実効を伴わないことになるので個社のレベルを上げて

　　いく取組が重要。人材育成等協力をお願いしたい。

　　

　　神野地区防災自治会　　

　　港湾活性化との取り組みを始めたばかりなので個々の企業の意識を高めていく必要がある。連携

　　の取り組みには少し時間がかかる。自分の会社では 2009 年高潮災害以来、BCP 策定を進めており

　　2015 年 3 月でいったんの完成を考えている。地震防災コースの知見を活用し取り入れて策定して

　　いる。

　　豊橋市産業部港湾活性課

　　神野防災会の BCP 策定にあたり、豊橋市等の被害想定を提示しながら進めて頂いている。

　　

　　豊橋市産業政策課

　　サイエンス・クリエイトと連携して中小企業向けに BCP 策定講座を今年度実施。策定にはもう一

　　段の具体的な講座内容が必要で、現在ﾒﾆｭｰの策定中である。

　　蒲郡市企画部企画広報課

　　被害想定や危険地域マップなどで啓発活動をしながら、避難場所の具体化などプラン策定を進め

　　ている。

　　蒲郡地区委員会防災部会

　　個々の防災意識を高めていくために今後も大学の地震防災コースを活用したい。

　　田原臨海企業懇話会

　　BCP は一企業では作れないので、できれば事例を提供頂いて策定につなげたい。

　　田原市政策推進部企業立地推進室

　　アンケートにもあったが防災活動でのマンネリ化はありそう。年間数回やってきたが、今回は

　　大学の講習会を活用させて頂いた。今後は、企業懇話会と自治体との連携で人材を活用できる形

　　にしていく必要がある。防災意識を高める上で、企業の持つ組織力を活用頂いて高めていければ

　　と考える。

　　豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター

　　来年以降、予算面での課題はあるがこの地域の大学の役割として防災コースを継続していくので、

　　引き続き活用頂きたい。

　以上の意見交換及びコメントを受け、本事業の報告書完成時期にあわせて次回連絡会を開催すること、

提案した防災情報の共有化サイトの立ち上げが概ね好評だったことから、連絡会各委員からの情報提供を

受け、安全安心地域共創リサーチセンターで、企画を具体化していくことで合意した。
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２．３　事業評価

　（１）評価方法

　産学官コンソーシアム全体としての評価を行うため、各委員に事業評価シートを配付し、事業における

各実施項目に対する評価を得た。用いた事業評価シートの配付・回収方法は次の通りである。

　　　 配 付 日：12 月３日（水）

　　　 配 付 数：10 枚（委員のうち企業団体・自治体からの代表者に対して配付）

　　　 配付方法：事業評価シートを作成し、メール添付にて各委員にデータで配付

　　　 回収方法：１）メールでの返信　２）12 月９日（火）の連絡会開催時に回収

　（２）評価項目の内容

　評価項目は、以下４つのグループからなる全 22 項目である。図２－６に示している通り、各委員にはそ

れぞれの項目に対して５段階評価で評価してもらい、具体的な問題点や改善提案がある場合は、各項目欄

の自由記入枠に記入してもらった。

　　　[事業評価項目 ]（全 22 項目）

　　　 ①コースの枠組みに関する事項（５項目）

　　　　 ・実施時期の設定

　　　　 ・実施期間の設定

　　　　 ・実施曜日の設定

         ・開催時間帯の設定

　　　　 ・実施会場の設定

　　　 ②コースプログラムや作成した教材に関する事項（７項目）

　　　　 ・コースの分け方

　　　　 ・講義の回数

　　　　 ・１回あたりの講義時間

　　　　 ・１テーマあたりの講義時間

　　　　 ・テーマの編成

　　　　 ・講義のスタイル

　　　　 ・コースの教材

　　　 ③現地見学会に関する事項（５項目）

　　　　 ・企画の実施

　　　　 ・日程

　　　　 ・移動手段

　　　　 ・対象地

　　　　 ・交流機会

　　　 ④連絡会の設置・運営に関する事項（５項目）

　　　　 ・連絡会の設置

　　　　 ・連絡会の役割

　　　　 ・開催頻度

　　　　 ・メンバー構成

　　　　 ・今後の方向性
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　（３）連絡会委員による事業評価結果

　連絡会委員10名から提出された事業評価を表２－１に整理した。以降では、グループ別に評価結果をみる。

　①コースの枠組み

　（５）「実施会場」の項目で評価のばらつきがでた。連絡会第１回のコースの検討段階では、コースの中

身の質がよければ会場はどこでもよいとの意見があり、前年度に利用した豊橋市内の施設を利用したが、

端にある蒲郡地区からはやはり通いにくいとの意見が出された。前後のコメントから交通量が多くなり渋

滞の発生しやすい 15:00-17:00 に開講時間帯を設定したことも関係していることがうかがえる。

　会場への通いやすさが、受講申込者数に関わっているようであれば、実施する会場をこれまでの会場と

所属

氏名

図２－６　配付した事業評価シート（抜粋）
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表２－１　連絡会委員による事業評価の結果
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変更し、例えば通いにくいとの声のある蒲郡地区に設定することを試みれば、新規受講生の開拓にもつな

がるかも知れない。ただその場合も開講時間帯は 13:30-15:30 など少し早めに設定しておく必要があるだ

ろう。（１）「実施時期」、（２）「実施期間」は概ね高評価であり、（３）「実施曜日」については「こだわら

なくても良い」との意見もあった。他方、業務として参加するとはいえ、週２日や週１日を２ヶ月間続け

るのは困難であるようで、開講日を「１日や半日に集約してほしい」との意見もみられた。

　②コースプログラムや作成した教材

　コースプログラムに関しては、（４）「１テーマあたりの講義時間」に対し、時間を増やしてほしいとの

意見が出されたが、一方で１回あたりの時間は 90 ～ 100 分を望む意見もあった。今年度はすべてのテーマ

を１テーマあたり一律 120 分（１回の講義）としたが、受講した人からすれば、なかには時間を増やし講

義を２回に分けるなどしたほうがよいテーマもあったようだ。また、（１）「コースの分け方」について、

今年度は Basic コースを受講した人を対象とする Advance コースを用意したが、Advance コースに含まれて

いるテーマの方に関心があるのでどうにかならないかという相談もいくつかあった。いくつかのテーマを

選択して受講できるようにすることも検討する必要があるのかも知れない。

　上記、５段階評価のアンケートではディティールに関する評価を主としたが、自由記入欄には、コース

そのもののあり方への意見もあった。すなわち、防災人材が「活躍するための判断材料の習得の視点の不足」、

「事前の防災・減災の取り組みに関する内容が少ない」、「Basic 編の方が内容が高度であることがあった」、

「意見交換や団体の事例紹介ができるような時間をとってもようのではないか」、「趣旨が講師に理解されて

いないのではないか」といった事務局の企画・運営への指摘も認められた。

　③現地見学会

　現地見学会に関しては、いずれの項目でも Average4.0 以上の高評価であった。チャーターした貸切バス

で県内で先進的に防災を進めている名古屋大学、豊田市、岡崎市の施設を１日かけて見学した。県内の防災・

減災への取り組み事情に詳しい名古屋大学減災連携研究センターセンター長の福和伸夫教授からの協力を

得、豊田市と岡崎市では市職員、名古屋大学減災館では福和先生ご本人から丁寧な施設解説とあわせた防

災への取り組み実績等の丁寧な紹介があった。

　企画の本編以外にも、バスでの移動中には産学官コンソーシアム担当者が防災クイズを用意し、行程終

了後は参加者同士の交流を深める懇親会も開かれた。今回の見学会参加者のほとんどは民間企業からであっ

たのに対し、見学対象が公的機関の施設に偏ったため、参加者からは「次は企業の先進的な事例」をとい

う声もきかれたが、通常の座学による講義とは違った試みとして高い評価が得られた。

　④連絡会の設置

　連絡会の設置に関する事項も概ね高評価であった。ただ、今年度は事業の進捗とあわせた３回のみの実

施であったことから、「現状においてはまだ的確な評価ができない」とする未記入票もあった。初動期とい

うこともあり、意見交換のやり方に関する提案や開催頻度に対する要望もいくつか見られた。一方で、幸

い連絡会第２回で大学から提案された東三河地域の防災に関する人材や情報の共有サイト（「東三河防災情

報アーカイブ（仮称）」）の立ち上げに好意的な意見も見られる（自由記入欄）。次年度以降の連絡会の運営

方法や取り組み内容・取り組み課題についての検討は今年度中の議論が必要である。また、提案次年度以

降に連絡会の活動を継続する場合、その役割は事業評価にとどまらず、それぞれが東三河地域の防災力を

高めることに寄与する当事者として事業推進の役割を担うことが求められる。
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３．Ｈ 26 年度人材養成プログラムの実施結果

３．１　前年度からの変更点

　「地域地震防災コース」は、前年度に引き続き２回目の開催である。今年度は、前年度の試行導入時に顕

在化した企画・運営体制やプログラム実施時の問題や課題に対して、以下（１）～（３）を前年度企画か

ら変更して試みた。

　（１）連絡会の設置

　第２章での報告のとおり、今年度は人材養成プログラムの導入のための企画検討や事業評価を担う「三

河港湾防災・減災連絡会」を設置した。「地域地震防災コース」の企画・運営に関する事前相談などもこの

連絡会を通じて行った。

図３－１　参加者募集チラシ

　（２）開催時間帯と実施会場

　今年度は、実施会場の検討を「三河港湾防災・減

災連絡会」で行い、豊橋市港湾活性課を置く市の公

共施設である「カモメリア」（図３－２：豊橋市神

野地区）を会場とした。会場の貸与については港湾

活性課から便宜を図っていただいた。検討段階では、

その都度会場を変えていくつかの会場で開催するこ

とも視野に入れていたが、連絡会の委員から業務時

間内に仕事としていくことができ、業務時間にいく

だけの質を伴う講義であれば会場はどこでもよいと

の意見があり、講師側の会場へのアクセスのしやす

さ等も踏まえ、同会場で全ての講義を開催する決定

をした。

100（m）0

Ｎ

カモメリア

マルシメ

ライフポートとよはし駐車場

駐車場

豊橋税関支署
三河海上保安署

明石貿易倉庫

鈴与セメントサイロ

→至
豊橋
駅

渥　美　湾

フジトランスコーポレーション豊橋（支）

神野西緑地

臨時駐車場

神 野 ふ 頭 町

図３－２　「地域地震防災コース」会場の位置
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　また、その決定に伴い、開催時間帯を前年度の 18:00 ～ 19:30 から参加者が業務時間に仕事として受講

することを想定した日中の 15:00 ～ 17:00 へと変更、さらに講義時間も 90 分講義から 120 分講義へと変更

した。

　（３）コースプログラム

　前年度の地震防災、建物の耐震化、津波・高潮、事業継続計画の４つの講義に加え、新たに「地盤の液状化」、

「耐震診断と耐震補強」、「防災まちづくりと地域防災力」、「避難方法と避難所運営」の４つの講義を追加し

た（図３－３）。当初は、前年度の４講義を Basic コースと位置づけ、新たに追加する４つの講義をまとめ

て「Advance コース」とする予定だったが、前年度受講生から事業継続計画へのニーズが多かったため、地

震防災の基礎を講義する Basic コースの４回目を避難所運営に関する講義に変更し、かわりに事業継続計

画に関する講義を Advance コースに引き上げ、内容も基礎～一定の知識のある上級者にも対応するものと

した。また、今年度は座学だけでなく、実際の防災への取り組み現場で見聞きする機会として施設見学会

をとりいれた。

３．２　コース参加者の課題意識

　ここからは、Basic,Advance それぞれのコース初回に参加者に対して実施したアンケートをもとに、今年

度コースの参加者の内訳と受講申込動機をみる。

　（１）参加者の内訳

　今年度「地域地震防災コース」の延べ参加者数は 94 名（Basic コース 53 名、Advance コース 41 名）、実

参加者数は 82 名であった。うち、企業からの参加者は 60 名、自治体等からの参加者は 22 名である。表３

－１に各参加者の所属をエリア別に整理した。港湾防災に取り組む企業の防災担当者、自治体関係者を主

１ 基礎から学ぶ地震と防災 講師：斉藤大樹
２ 基礎から学ぶ建物の地震対策 講師：中澤祥二
３ 基礎から学ぶ津波・高潮 講師：加藤 茂
４ 基礎から学ぶ避難方法と避難所運営 講師：垣野義典

Basic  コース

１ 地盤の液状化-メカニズム・被害・対策- 講師：三浦均也
２ 建物の耐震診断と耐震補強 講師：松井智哉
３ 防災まちづくりと地域防災力 講師：大貝 彰
４ 事業継続計画の策定とマネジメント 講師：増田幸宏

Advance  コース

１ 基礎から学ぶ地震と防災 講師：斉藤大樹
２ 基礎から学ぶ建物の地震対策 講師：中澤祥二
３ 基礎から学ぶ津波・高潮 講師：加藤 茂
４ 基礎から学ぶ地震への備えと行動 講師：増田幸宏

26年度（10.7～11.14）25年度（2.5～2.26）

Basic  コース

（Basic コースを受講された方のみ対象）

県内３市の防災関連施設見学会（希望者のみ）
5

図３－３　コースプログラムの変更点
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表３－１　「地域地震防災コース」参加者の所属（エリア別）
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な対象者としていたが、内地の企業、港湾部に接していない奥三河の自治体からの参加もあった。企業か

らの参加者は、内地からの参加者に中小企業からの参加者もみられたが、大企業からの参加者がそれ以外

のほとんどを占めた。会場を豊橋に置き、広報も豊橋を中心に行ったためか、豊橋市内の企業・自治体か

らの参加者が多く、全体３分の２以上を占めた。とりわけ、東三河北部からの参加者は昨年度に引き続き

少なかった。

　（２）参加者の立場

　当初の予定通り、自治体関係者は当然のこと、主な対象者としていた臨海企業だけでなく内地側の企業

含め、コース申込者のほとんどが「業務として」の立場で参加していた（図３－４）。

蒲郡臨海
５社５人中（個人として０／業務として５）

御津臨海
３社３人中（個人として０／業務として３）

神野臨海
４社６人中（個人として２／業務として４）

明海臨海
９社12人中（個人として１／業務として９／不明２）

田原臨海
７社10人中（個人として１／業務として９）

豊川（内地）
１社１人中
（個人として０／業務として１）

豊橋（内地）
15社23人中
（個人として３／業務として17／不明３）
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　（３）参加動機

　次に参加動機をみる。「臨海企業」、「内地企業」、「自治体関係」に分類し、エリア別に整理した。

　まず、「臨海企業」からの参加者の参加動機をみる（図３－５）。御津、神野、明海の３地区からの参加

者の主たる参加動機には、ＢＣＰや防災マニュアルの策定または改善に関する記述がみられた。蒲郡地区

には、知識習得や防災への取り組み意識・手法の獲得、田原地区には、防災意識の維持・向上や地震・津

波への備えに関する記述がみられた。

　前提として、田原、明海の両地区は、防災への取り組みを率先して実施した地区であり、神野、御津の

両地区は、地区として防災に取り組む独自体制を整えつつある地区、蒲郡地区は、これから企業－自治体

間での情報交換の頻度を高め、地区としての体制をこれから整えていこうとしている地区である。

　こうした地区ごとの事情を踏まえつつ結果をみると、防災への取り組み初期段階の地区の参加者からは、

取り組みの取っ掛かりを得ようとする傾向がみられるのに対し、率先して防災への取り組みを行ってきた

地区からの参加者からは、すでにある計画や実践事項をカスタマイズするための知識を得ようとする傾向

がみられた。また、蒲郡地区からの参加者に防災意識に関する記述がみられるが、田原地区からの参加者

にも同様に防災意識に関する記述がみられ、知識習得やいくつかの実践過程での防災担当者の取り組み意

識の維持・向上も本コースの参加動機のひとつになっていることがうかがえた。

図３－４　参加者の立場
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図３－５　参加動機（臨海企業）

図３－７　参加動機（自治体関係）

図３－６　参加動機（内地企業）

蒲郡臨海

御津臨海

神野臨海

明海臨海

田原臨海

グループ会社がBCP活動を開始し、地震防災の知識が必要になった

防災に対する意識が低いから

会社で地震に対してどう取り組んだらよいのかを知りたくて参加した

業務上、地震防災の知識が必要になったため

蒲郡地区の「防災部会」の活動に活かすため

BCPの策定を考えたい

会社で地震発生時の対応を取り決めているが、
さらに情報を集め、よりよいマニュアルをつくりたい

ＢＣＰ作成に活かしたいため

ふ頭に会社があるので地震・津波の知識を得たい

地震・津波発生時の的確な対処方法を、
理論的に理解し、実践に役立てていきたい

海の仕事をしている会社のため今後の社員保護や
経営、建物と拠点の考え方を本気で考えなければ
ならないと思った

会社にていかに従業員を守るかを検討するため

津波対策、BCPに関する知識不足を改善するため

社内の防災対策とBCPに反映するため

工場の防災訓練の計画・実施に役立てたい

地震防災の知識を向上させ、
防災マニュアル・ＢＣＰを実際に使えるものにするため

当社のBCP構築の情報として活用したい

地震や津波を理解し、発信する力が必要と考えたため

最近、毎年の防災訓練がマンネリ化している

大規模地震・津波対応を進める中で
推進したい企画の説得力をつけることと企画そのものの質を上げるために参加した

地震に関する基礎知識の習得

工場が海に面したところにあり、津波などに備える必要があると考えた

地震防災に対する意識の維持と向上のため

全従業員の防災意識を高める方策を知りたいため

防災・減災に関する知識を習得して
業務に活用したい

多くの知識を得ておくことが、
地震防災に役立つと考えた

ＢＣＰのため

参加動機（臨海企業）

業務上の防災知識の必要性
防災への取組み意識や手法の習得

ＢＣＰの策定・マニュアルの改訂

ＢＣＰの策定
災害時対応の正確な理解

ＢＣＰ・マニュアルへの反映
防災知識の向上と実践

防災知識の習得と実践
防災意識の維持・向上
地震・津波への備え

12

作成しているＢＣＰが実情にあったものなのかを知るため

会社内の防火担当の役職に就いた

会社の防災計画の参考

耐震補強 会社の防災機能を向上させるため 社内の防災体制の見直しを検討するため

防災対応マニュアルを見直すため

会社でＢＣＰを検討中のためBCP対策に対応するため会社のBCPや防災対策を考える立場になった

よりよいBCPを作成するため

BCPの改訂に役立てたい

会社においてBCP策定を起案する一助としたい

防災体制の見直し

ＢＣＰ・マニュアルの策定・改訂

会社の防災機能向上（建築物） 防災担当になった

色々な知識や情報を得て今後の職務に活かしたいと思った

今担当している業務が耐震関係なので参加した

臨海部の工業団地の防災・減災対策が課題となっているため 企業団地の防災力を高める方法を習得したい

港湾ＢＣＰや地区防災部会の活動の参考にするため

色々地震防災に関する話がある中で基礎から学べる機会だった

より深い知識を得たいと思った

防災対策を考える役職に就いたが、防災の知識が全くないため

防災業務を担当することになり、地震防災の知識を身に付けたいと思った

ネットワークをできる限り構築したいと思った

防災知識の獲得

業務上の課題に対する参考として

自治体職員としての知識を習得したいと考えた

防災業務の担当になった ネットワークの構築
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　続いて、「内地企業」と「自治体関係」からの参加者の参加動機をみる。

　「内地企業」からの参加者の動機に多く見られたのは、ＢＣＰの策定あるいは改善に関する記述である。

内地のため「臨海企業」におけるいくつかの企業からの参加者にみられた津波避難対策に関する記述はな

い一方、このグループでは耐震補強に関する記述がみられた。

　「自治体関係」からの参加者には、行政の防災担当としての業務を遂行するために必要な知識獲得を主た

る参加動機にしている傾向がみられた。また、「臨海企業」、「内地企業」グループにも記述がみられたが、

他部署からの異動等で業務に役立てられる防災知識を基礎から学ぶ必要性が生じた参加者も一定数いるこ

とがわかった。

　（４）業務上の課題意識

　「業務として」参加した参加者に対し、本コースへの参加動機と業務における課題との関係をきいた。図

３－８～図３－ 10は、その結果を先の結果と同様にグループ別に整理したものである。

　「臨海企業」グループは、津波、液状化への課題意識が地区ごとにある程度共通している点が顕著であった。

また、参加動機にもみられた防災に対する危機意識の低さやマンネリ化への課題意識がここでもみられた。

　対して「内地企業」はＢＣＰの策定と地震発生時の行動、地域連携に対する課題意識がみられた。また、

課題が何であるかを把握できていない参加者も認められた。「自治体関係」の場合、臨海の企業立地等にあ

たっている参加者は津波対策、内地で地震対策にあたっている参加者は耐震化など、自治体によって、あ

るいは担当課によって課題意識は異なっていた。

蒲郡臨海

御津臨海

神野臨海

明海臨海
田原臨海

避難が難しい（夜間避難の方法）

安否確認のよい方法

避難場所の選定と経路

津波、液状化を含めた地震防災（とくに避難）

工場の耐震工事かかるコスト

防災訓練
（訓練のための訓練になっていないか苦慮）

津波対策・避難方法

地域の実情にあわせた対策
（本社が別地域にある）

防災訓練（災害時に即した）

危機感のない社員への教育

液状化への事前対策と事後対応
液状化対策
液状化を想定した２次避難場所の確保

社員の防災意識の向上
（意識が高いのは一部だけ）

会社として何もできていないこと

企業間の情報共有

従業員の防災意識（関心）が低い
（マニュアルに書かれた役割を各担当者が認識していない）

避難方法、業務再開方法

社員の防災意識の向上

社員の安否確認
（公共の通信が使用不能時）

防災に対するマンネリ化

社員に危機感がない

液状化、避難、津波対策
事業所建屋の耐震化

津波対策

工業団地にとじこめられた際の救護体制
災害時の連絡・指示・安否確認

防災業務上の課題意識（臨海企業）

13

図３－８　業務上の課題意識（臨海企業）
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図３－ 10　業務上の課題意識（自治体関係）

図３－９　業務上の課題意識（内地企業）

災害時の復旧が長期化した際の企業の存続、利益の確保

避難訓練時の点呼（従業員が多いために時間がかかる）

何から取組んでよいかがわからない

地震発生時のステークホルダー（取引先）の状況確認

防災訓練（地震発生時に即した）
多人数への避難指示

課題自体がよくわからない

地震発生時の建物の安全性確認

耐震補強、ＢＣＰ

地域連携による震災対応 まだ何もできていない

ＢＣＰの策定 具体的な事業継続計画

地域防災

ＢＣＰの確立

負傷者対応（トリアージ、搬送先の確保）

安全確認・避難指示・点呼・負傷者対応

地域連携 取組み方法や課題自体が把握できていない

ＢＣＰ

14

住宅の耐震化率の向上 老朽家屋の取壊しや住宅の耐震化が進まない

防災（津波）対策の検討工業団地の災害対策 臨海企業団地の津波対策

大地震発生時に避難をするか、勤務地に留まるかの判断

周辺企業の避難者受け入れ、効果的な訓練方法

臨海企業の防災意識を高める

自助、共助、公助のバランス 自助、共助の範囲とその方法

地域連携避難行動、避難者対応

災害対策（海側→津波対応、山側→耐震化）

15

　上記結果に対し、前年度のテーマ（地震メカニズム、地震による建物被害、津波・高潮、事業継続計画）

と今年度新たに追加した４つのテーマ（避難方法と避難所運営、地盤の液状化、建物の耐震診断と耐震補

強、防災まちづくりと地域防災力）とで、参加者のもっているそれぞれの課題意識とテーマ的にはある程

度対応している。地区ごとあるいは個別企業ごとに対策の進展度が異なるが、どのようなステージでの取

り組み課題に対する意識なのか、またそれがコースを経たことでどのようになっていったかを、今後のコー

スの実施と並行して把握していく必要があるだろう。
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４回中３回以上の参加者
⇒53名中51名（96.2%）

４回中３回以上の参加者
⇒41名中36名（87.8%）9

図３－８　参加者数の推移

３．３　Ｈ 26 年度「地域地震防災コース」の実施内容

　（１）参加者数の推移

　コースへの申込者数は、Basic コース 57 名、Advance コース 44 名であったのに対し、実質的な参加者数

は Basic コース 53 名、Advance コース 41 名であった（コースに１度も参加しなかった申込者を除いた数）。

コースの参加者数の推移を図３－８に整理した。テーマごとの参加者のばらつきは少なく、各回８割以上

の申込者が講義を受講した。

　前年度と同様に、各コース４回中３回以上の出席で修了証を授与することにしていたところ、Basic コー

スは参加者 53 名中 51 名（96.2%）、Advance コースは参加者 41 名中 36 名（87.8%）がその条件をクリアした。

前年度の 58 名と今年度の 87 名とをあわせ、修了生は延べ 145 名となった。

　（２）講義内容と受講生の反応

　① Basic コース

　Basic コースは、前年度に実施した４つのテーマから３つを引き継ぎ（講義１～３）、講義４に「避難」のテー

マを加えた全４テーマで実施した。開催日は、10 月７日（火）、10 月 14 日（火）、11 月４日（火）、11 月

11 日（火）の４日間である。４回それぞれの講義内容と講義に対する受講者の反応は次の通りである。

　■講義内容（テーマ・目次）

　　　　講義１：「基礎から学ぶ地震と防災」

　　　　　　 　　講師  斉藤大樹（安全安心地域共創リサーチセンター長／建築・都市システム学系 教授）

             　　テキスト目次

　　　　　　 　　１．地震はなぜ起きるのか？

             　　２．なぜ建物は地震で崩壊するのか？

　　　　　　 　　３．高い建物と低い建物はどちらが安全か？
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写真３－１　講義１ 基礎から学ぶ地震と防災

写真３－３　講義３ 基礎から学ぶ津波と高潮

写真３－２　講義２ 基礎から学ぶ建物の地震対策

写真３－４　講義４ 基礎から学ぶ避難方法と

避難所運営

　　       　　  ４．強度型か靱性型か？

　　　　　 　　  ５．免震構造って何？

           　　  ６．津波にどう備えるか？

　　　　　 　　  ７．地域防災力をいかに高めるか？

　　　　講義２：「基礎から学ぶ建物の地震対策」

　　　　　　 　　講師  中澤祥二（建築・都市システム学系 教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．振動学の基礎（質点系の応答／共振現象／応答スペクトル）

　　　　　　　 　２．耐震診断法と耐震補強法

　　　　　　　　　　 （耐震診断法のあらまし／耐震診断結果の読み方／耐震診断法の種類など）

　　　　　　　　 ３．免震・制震（制振）工法（免震工法・制振工法の考え方）

　　　　講義３：「基礎から学ぶ津波・高潮」

　　　　　　 　　講師  加藤　茂（建築・都市システム学系 准教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．津波と高潮の違い

　　　　　　　 　２．津波を知る

　　　　　　　　　　 （津波の高さ／津波の特性／津波が高くなる地形の特徴／沿岸域や港湾内での津波など）

　　　　　　　　 ３．高潮を知る

　　　　　　　　　　 （我が国における主要な高潮災害／三河湾奥部の低平地／沿岸防災上の課題など）

　　　　　　　　 ４．現代の都市（堤防に守られた町）

　　　　　　　　　　 （沿岸災害に対する対応状況／伊勢湾・三河湾における高潮への検討内容など）
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　　　　講義４：「基礎から学ぶ避難方法と避難所運営」

　　　　　　 　　講師  垣野義典（建築・都市システム学系 准教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．大災害が起こったら、実際に避難所ではどのようなことが起こるか

　　　　　　　 　２．阪神淡路（1995）、東日本大震災（2011）の例

　　　　　　　　 ３．東三河ではどんな準備が進んでいるでしょうか？

　　　　　　　　 ４．避難所運営のしかた・ポイント

　　　　　　　　 ５．円滑な避難所運営にむけて

　■講義に対する受講生の反応

　Basic コースの各講義に対する受講生の反応を抜粋し、表３－２にまとめた。Basic コースは、各講師が

表３－２　各講義に対する受講生の反応（Basic コース）
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教材のつくり方や講義の解説を工夫し、地震防災に関する様々なメカニズムの正しい理解を促している。

これに対し、受講生からの反応にもその大切さへの気づきや再認識が読み取れる。自社の立地環境や施設

環境などを都度年頭に講義を聞いている様子が認められる。内容に対する理解と興味（テーマによっては

危機感）を示す受講生が多くみられ、教材あるいは講義内容は職場での防災の在り方を考えるきっかけと

して本コースが役立っていることがうかがえる。

　② Advance コース

　Advance コースは、前年度に実施した４つのテーマのうち受講生からの要望の多かった「ＢＣＰ」のテー

マに新たに３つのテーマを加えた全４テーマで実施した。開催日は、10 月９日（木）、10 月 16 日（木）、

11 月６日（木）、11 月 13 日（木）の４日間である。４回それぞれの講義内容と講義に対する受講者の反応

は次の通りである。

　■講義内容（テーマ・目次）

　　講義１：「地盤の液状化 -メカニズム・被害・対策 -」

　　　　　　 　　講師  三浦均也（建築・都市システム学系 教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．液状化の背景と歴史

　　　　　　　 　２．液状化のメカニズム

　　　　　　　　 ３．液状化による被害とその分類

　　　　　　　　 ４．液状化の調査

　　　　　　　　 ５．液状化の防止対策

写真３－５　講義風景
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　　講義２：「建物の診断と補強」

　　　　　　 　　講師  松井智哉（建築・都市システム学系 准教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．耐震改修促進法

　　　　　　　 　２．耐震診断（構造耐震指標 Is 値）

　　　　　　　　 ３．耐震改修（補強工法の種類／改修事例／改修費用）

　　講義３：「防災まちづくりと地域防災力」

　　　　　　 　　講師  大貝　彰（豊橋技術科学大学　理事・副学長）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．地域防災力について学ぶ

　　　　　　　　　　 （世帯レベルの防災意識／一般住民の防災対応能力／自主防災組織の災害時対応能力など）

　　　　　　　 　２．防災まちづくりの進め方

                     （活動のきっかけづくり／課題の理解と共有化／計画づくりなど）

　　　　　　　　 ３．ポイントとまとめ

　　講義４：「事業継続計画の策定とマネジメント」

　　　　　　 　　講師  増田幸宏（豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター 客員准教授）

　　　　　　　　 テキスト目次

　　　　　　     １．災害に対するレジリエンス

　　　　　　　　 ２．レジリエンス向上のポイント

　　　　　　　 　３．災害に強い建物を実現するために

写真３－６　講義１　地盤の液状化 写真３－７　講義２　建物の耐震診断と耐震補強

写真３－９　講義４　事業継続計画の策定と

マネジメント
写真３－８　講義３　防災まちづくりと地域防災力
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表３－３　各講義に対する受講生の反応（Advance コース）

　■講義に対する受講生の反応

　表３－３は、Advance コースの各講義に対する受講生の反応を抜粋したものである。ただ内容が高度化し

たというものではなく、防災担当者が実務の現場での実践に活かすことを考慮した具体的な事例や対策方

法を示しているところに工夫がある。受講生からのコメントもその点に対する反応が多かった。実務の現

場ですでに取り組み課題としている内容に近いテーマの講義はもちろんのこと、そうでないテーマについ

てもきいた内容をそのまま受け取るのではなく、自らの取り組み課題に引き寄せたり置き換えたりしなが

ら講義を受講している受講生もみられる。こうしたことを踏まえると、受講生参加型の実務演習の講義が

あってもよいのかも知れない。次年度の課題である。



　（３）見学会の開催

　今年度の「地域地震防災コース」では、自然災害のメカニズムとそれに対する防災対策のしくみや技術を、

教材に基づいて理論的に学習することと併せて、それら学習内容を仮想体験や具体的な実装例を間近でみ

ることを通してコースにおける理論的学習効果を高めるため現地視察（バスツアー）を企画した（図３－９）。

　東海圏減災研究コンソーシアムでのつながりのある名古屋大学の福和伸夫先生（名古屋大学減災連携研

究センター）に視察先での講演及び周辺の防災施設に関する情報提供を依頼し、先進的な災害対策技術を

実装し東海圏の災害対策拠点としての役割も担う名古屋大学「減災館」の他、コースにて理論的に学習す

る自然災害の脅威とそれに対する対処方法を身をもって体験できる施設（豊田市防災学習センター、 岡崎

市防災展示コーナー等）を視察した。

　 ■日時・視察対象

　　日　　時：平成 26 年 10 月 28（火）9:00 ～ 18:30

　　対象施設：名古屋大学減災館

　　　　　　　豊田市防災学習センター

　　　　　　　岡崎市防災展示コーナー

　　参 加 者：企業等の防災担当者等 27 名（定員 40 名）

　　参 加 費：1000 円（弁当代込み）

　　主　　催：安全安心地域共創リサーチセンター

   ■当日スケジュール

　　8：45　       豊橋駅集合

　　9：00　       豊橋駅出発

　 10：30-11：45  豊田市防災学習センター

   12：25-15：00　名古屋大学減災館

　 16：10-17：10　岡崎市防災展示コーナー

　 18：30      　 豊橋駅到着

『地域地震防災コース』スピンオフ企画

県内３市の防災関連施設をめぐるバスツアー

　今年度の「地域地震防災コース」では、自然災害のメカニズムとそれに対する防災対策のしくみや技術を、
教材に基づいて理論的に学習することと併せて、それら学習内容を仮想体験や具体的な実装例を間近でみる
ことを通してコースにおける理論的学習効果を高めるため現地視察（バスツアー）を企画しました。
　先進的な災害対策技術を実装し、東海圏の災害対策拠点としての役割も担う名古屋大学「減災館」の他、
コースにて理論的に学習する自然災害の脅威とそれに対する対処方法を身をもって体験できる施設（豊田市
防災学習センター , 岡崎市防災展示コーナー等）を視察します。

開催日時

見学対象施設

2014 年　　　月　　　日（火）９：００～１８：３０（８：４５に「豊橋駅」集合）

名古屋大学減災館、豊田市防災学習センター、岡崎市防災展示コーナー

定員：４０名（先着順）　　対象：企業・自治体に勤務されている方

参加費：1,000 円（お弁当代含む）※当日お支払い下さい。

※集合場所の詳細は、申込者に別途お知らせします。

  8：45　  豊橋駅集合

  9：00　  豊橋駅出発

10：30
　
11：45

12：25

15：00

16：10

17：10

18：30　 豊橋駅到着
　　　　
　　　　 到着後、豊橋駅周辺で懇親会も予定しています。

10 28

スケジュール

定員・対象・参加費

豊田市防災学習センター

名古屋大学減災館

〜

〜

〜

（センター職員による各体験コーナーの案内）

岡崎市役所（防災展示コーナー）（防災危機管理課による出前講座）

参加希望者は、添付の申込書をお使いください。

（福和伸夫先生（名古屋大学減災連携研究センター長）による施設案内）

  車内で昼食

図３－９　現地見学会チラシ

写真３－ 10　職員による体験施設の案内

＠豊田市防災学習センター

■各施設に対する参加者の感想

①豊田市防災学習センター

○三次元画像を用いたハザードマップは分かりやすい。

各種体験コーナーは気軽に利用できるのがいい、特に煙

脱出体験は初めて見たので参考になった。防災用品で、

光触媒で殺菌する「メデタンク」については知らなかっ

たので、使えるかどうか検討してみる予定。

○体験学習をしながら防災意識を高められる施設。暴風

体験、地震体験、消火体験、煙脱出体験と臨場感ある体

験が味わえる施設が身近にあることに豊田の方が羨まし

く思った。今回行った３施設の中では一番簡単で解りや

すい施設だった。
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○実際の災害にあった時の模擬体験を行い、災害を身近

に感じる事が出来て良かった。防災品の展示も興味深い

物が多く参考としたい。

○消防の観点から様々な体感コーナーで感じることがで

きる施設は見学者として非常にわかりやすかった。社員

研修などに活用したく思った。

○色々な想定実体験ができて大変有意義だった。もう少

し近くに、このような施設があると良いと思った。

②名古屋大学減災館

○福和センター長の話は新発見の数々で本当に良かっ

た。企画された技科大に本当に感謝。私個人で年内にも

また一般見学に行こうと思う。

○減災館はすごい！防災センターであり研究施設であり

地域連携の教育普及施設でもある。こんなに何でも詰め

込んで良いのか？と思ってしまった。福和教授のトーク

も辛口でとても楽しく、活動のヒントが一杯だった。

○貴重な福和先生の講義は、わかりやすくかつ個人的な

防災意識の欠落を反省させるものだった。様々な施設見

学・体感コーナーも貴重な経験として大切と思ったが、

やはり専門家における危機意識に対する欠落部分を再度

考えさせられる講演は非常に参考になった。

○センター長の福和先生の講義は迫力があった。減災館

の免震構造を写真ではなく自分の目で見ることができと

ても良かった。

○福和先生のお話は大変分かりやすいものだった。逃げ

たり避けたりするしかない時代を生きた先人の知恵にこ

そ学ぶものが有り、現在起きている事象も過去の歴史を

踏まえて考えるべきと教えてくれた。

　一般的な企業は利益を上げることから始まる。利益が

上がらなければ成り立たない。それは間違いないことだ

が、利益だけを追求すれば、「利便性の良いところに立

地させる」「コストを掛けない建物を作る」等、自社に

置き換えて考えてもとかく安全を軽視して考えた計画に

よってできている物が多く有るように思った。

　事業を継続する長期的視野に立って考えるならば、今

後の設備投資等については震災等に対して耐えうる費用

を盛り込んで考えることをしなければならないと改めて

考える機会を得た。家庭でも同様だと思った。

写真３－ 11　　消火器を使った消火体験

＠豊田市防災学習センター

写真３－ 13　防災実装化した施設の見学

＠名古屋大学減災館

写真３－ 12　　福和先生による講義

＠名古屋大学減災館
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写真３－ 14　　玄関の最も目立つ場所に

設置された展示コーナー

＠岡崎市防災展示コーナー

③岡崎市防災展示コーナー

○過去に水害があったためか、洪水対策に力を入れてい

る点が東三河４市とは異なり、目新しく感じた。

防災展示コーナーは入り口近くにかなりのスペースを使

用して、市の取組み姿勢がうかがわれる。豊田市と同じ

く、三次元画像を用いたハザードマップは分かりやすい。

○市としての強い取り組みを感じる事が出来た。（特に

近年被災者が出ている水害に対して）

○市政における市民に対する啓蒙活動の確立に努められ

ている部分を羨ましく感じました。特に市の作成するビ

デオは教育にも非常に役に立つと思います。

④見学会に対する意見

○来年については、豊橋市と同じく海に面していて干拓地がある地域（西三河や知多など）を訪問したらど

うでしょうか。

○臨海企業関係者が意外と少なく、少し残念だった。皆さん既に見学済ということなら良いが、興味が無い

という事だと心配である（たぶんお忙しくて都合がつかないだけとは思いますが）。

○災害の怖さの再認識、新しい設備・対応策や過去の災害の教訓が学ぶ事が出来て良かった。バスの最初の

自己紹介やクイズは緊張感が取れ良かった。ツアー参加者の名簿があればもっと懇親が深められたと思う。

○ 1 日で防災全般の知識や意識、危機感がずいぶん向上したと感じています。｢ 企業防災 ｣ という狭い観点

では直接参考に出来る部分は少なかったので、どこかで ｢企業 ｣に対することに触れてもらえるとさらによ

かったと思います。

○東海地震では表浜に高い津波が想定されています。実際に赤羽の港などの現地にてどの程度の津波が想定

されており、どのような非難経路で何処に避難するのかを見てみたいと思いました。
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３．４　コース教材の業務等への活用実態

　「地域地震防災コース」の教材は、講義を受けた防災担当者が自らの防災知識向上のためのツールとして

だけでなく、職場職員の防災教育にも使えるツールとして作成している。ページごとに視覚的にわかりや

すい挿絵と解説文でレイアウトし、１つの内容が１つのシートで完結するよう心掛けた。そのため、必要

に応じて部分的に取り出して活用することも可能にしている。教材の配付方法については、現在は紙媒体

での配付としているが、別のメディアを通じた配付も検討している。

　今年度はコース２年目の実施になるため、前年度から引き続き受講した参加者に対して（１）前年度の

教材の活用方法に関する調査を実施した。また、今年度受講した参加者にも（２）今年度の教材の活用意

向に関する調査を実施した。分析に使用したデータはいずれも講義時に行ったアンケート調査から得たもの

である。（１）に関しては、前年度受講生が参加している Advance コースの初回、（２）に関しては、Basic コー

ス、Advance コースそれぞれの最終回に実施した。

　（１）前年度の教材の活用方法（前年度受講生へのアンケートに基づく）

　まず、前年度からの受講生 22 名の教材活用方法をみる（図３－ 10）。集計の結果、多くが「個人的範囲

での防災知識の向上」への活用（63.6%）であり、次いで「教材を使った部署内での勉強会」での活用（40.9%）

であった。「社内や地域での災害対策の実践」に活用した受講生も27.3%みられた。業務への活用とは別に「住

全体の集計結果

臨海企業 内地企業 自治体・その他

図３－ 10　前年度の教材の活用方法

まい周辺の自治会等での情報共有」として活用した受講生もみられ（18.2%）、教材そのものが役に立たなかっ

たとする受講生はわずか１名であった（4.5%）。

　グループ別に集計すると、「臨海企業」、「自治体・その他」のグループは、全体の集計結果と同じ「個人

的範囲での防災知識の向上」と「教材を使った部署内での勉強会」での活用に票が集まった。「内地企業」
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避難所の使い方を予め決めておく必要があると感じた

耐震のしくみ、方法

液状化の資料を従業員教育で活用した

社内では一部の人しか防災意識が高くないため、
BCPを作成し、それをもとに教育するつもりである、その前に
管理者側の教育指導を行いたい

会社が臨海地域のため、津波・高潮の話が参考になった

得た知識を活用し社内の防災訓練に役立てたい

BCPを作成する上で基礎的知識を得ることができた

高潮と避難所運営に関する内容は、会社内に伝達したい

有事の際に様々な判断をすることになると思うが、そのための
知識が増えたことが今後の役に立つと思う

会社と自宅が沿岸地域にあるため津波・高潮による浸水や液状化
について、切実な問題として受け止めながら、知識や新しい情報
を得ることができた

高潮と津波の話と避難所運営の話は具体的な危機感を
持つことができてよかった

地盤の液状化は知識向上に役立った、また、BCPも課題が見えた
という点で役に立った

臨海企業からの
参加者の教材活用意向

知識向上の上で役立ったテーマ

教材の活用

社内での災害対策

[ 教材に関する意見 ]

19

グループに関してはそれ以外の２グループとは異なり、「社内や地域での災害対策の実践」に最も票が集まっ

た。コースの実効性を評価する際、教材を活用した講義がその後どのような形で防災の実践に活かされて

いったかについては次年度以降も追跡してみていく必要があるだろう。

　（２）今年度の教材の活用意向（Basic・Advance 共通）

　続いて、今年度の受講生 82 名に対して実施した教材の活用意向をみる。有効回答票数は 64 であった。

この調査では活用意向を具体的に記入する記載欄を設けた。「臨海企業」、「内地企業」、「自治体・その他」

にグループ分けし、集計を行った。

　図３－ 11 は、「臨海企業」グループの集計結果である。「個人的範囲での防災知識の向上」のために活用

する意向（81.5%）が最も多く、次いで「教材を使った部署内での勉強会」と「社内や地域での災害対策の

実践」（いずれも 37.0%）への活用であった。「役にたてるまでいかなかった」とする回答や「住まい周辺の

図３－ 11　今年度教材の活用意向（臨海企業）

自治会での情報共有」への意向はなかった。最も回答の多かった「個人的範囲での防災知識の向上」に関

しては、臨海部での対策に関するテーマ（「津波・高潮」、「液状化」、「避難」等）を役立ったとする意見が

みられた。教材についてはすでに「従業員教育で活用した」という回答があった。災害対策の実践につい

ては、「避難所運営」、「ＢＣＰ作成」、「防災訓練」への意向がみられた。

　「内地企業」グループの集計結果（図３－ 12）は、「個人的範囲での防災知識の向上」と「社内や地域で

の災害対策の実践」への教材活用意向が最も多かった他、業務以外（「住まい周辺の自治会等での情報共有」）

の活用意向もみられた。具体的な回答として、ＢＣＰのテーマに対する災害対策の実践意向がいくつかみ

られた。
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内地企業からの
参加者の教材活用意向

現在つくっているBCPを深めていくなかで、今回得られた
情報はかなり大きかった

避難所運営の話はとても実践的だったため、会社の中で講演していただきたいと思った

なかなか個人として知りえないことも多く参考になった

避難方法の講義は役に立った

来月に事務所でBCP訓練をはじめて実施する予定だが、
他社の訓練実績なども知りたいと思った

地域連携の話とBCPの話は会社で役に立てたい

耐震補強については正直知識不足だったが、今回のことで少しは理解できた（もう少し行政の取り組み内容が知りたいと思った）

知識向上の上で役立ったテーマ

[ 教材に関する意見 ]

事業継続計画の策定とマネジメントが最も役に立った、
他のテーマも防災知識の向上につながって有意義だった

講師を招き広く情報共有したいテーマ

社内での災害対策

20

自治体・その他から
の参加者の教材活用意向

[ 教材に関する意見 ]

多方面の話があり、個人的な知識向上には役に立った避難所運営については、
自分が市職員として行動する可能性があるので参考になったBCPの策定とマネジメントについて

今回いただいた資料を職場内で共有し、興味のある人に対して情報を提供していきたい

避難所運営のテーマは行政の立場上役立つと思った

地震対策について、地元の自主防災会の訓練に幾つか取り入れたい地区の自主防災部会で活かしたいと考えている

避難所運営について

知識向上の上で役立ったテーマ

社内での災害対策

教材の活用

様々な情報と視点を学べてたいへん有意義だった

21

図３－ 12　今年度教材の活用意向（内地企業）

図３－ 13　今年度教材の活用意向（自治体・その他）
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コースへのリクエスト

参加者間でコミュニケーションをとれる機会があったら良い

少人数で意見交換できるような状況もあるとよい

様々な立場の人が集まっていたが、話す機会がなかった

各社のBCPの取り組み状況など情報共有できる機会があるとよい

グループワークや現地見学・研修について

バスツアーはまたやって欲しい

自社のBCPをつくる実務講習はどうか？
参加者それぞれがある程度の情報を持ち寄ってつくりあげる講習

関係する自治体と意見交換ができる場があってもよいかと思う

アドバンスコースのさらに上のコースを期待したい

専門的分野からの内容の濃いものがあるとよい

講義の回数、時間、時間帯ともに現状のままがよいと思う

ひとつひとつの項目に対する講義時間がもっとあったほうがよい

時間帯が昨年度から変更になったため参加しやすくなった

現場ですぐに使える実践的な内容をもっと増やしてほしい

講義時間数・講義時間帯について

安否確認方法や夜間での災害時の避難方法、ＢＣＰの作成手順など

被災しにくい事業所の工夫や取組み、備えの講義があると良かった

企業と地域との関わり方・連携

テーマの多様性・内容の専門性・地域性について

過去の地震・津波を振り返る内容があるとよい

企業の体験事例や具体的なＢＣＰマニュアルの策定事例

その他

コースの開催場所は交通の便が悪く、公共交通機関で通うこと
が大変だった、次回以降の開催場所は検討してほしい

ぜひ継続してほしい、費用の面は、会費制にして会場費用や資料、
事務用品代も参加者負担にすればよいと思う 23

　「自治体・その他」のグループの教材活用意向も「内地企業」のそれとほぼ同じ傾向の結果となった（図

３－ 13）。コースでは企業・自治体からの参加者を募っているが、実際は参加者のほとんどが企業からの参

加者のため、講義の軸足は企業防災に取り組む防災担当者養成のための情報となっている。そのため、「自

治体・その他」からの参加者にとって、必ずしも役に立つ情報ばかりではなかったが、この結果をみる限り、

「役に立てるまでいかなかった」とする回答はなく、いくつかのテーマ（「避難所運営」、「ＢＣＰ」等）は、

知識向上、あるいは災害対策の実践に活用に役立つものであったことがうかがえる。

３．５　次年度に向けた課題と展望

　図３－ 14 は、各コースの最終回で受講生に対して実施した次年度以降のコースに対する要望に関するア

ンケート結果をまとめたものである。有効回答票数は 49 であった。この結果を踏まえ、次年度に向けた課

題と展望を述べる。

　１）コース運営について

　時間帯を夜から日中に変更したことで参加者からは「業務として」参加しやすくなったとの声が多かった。

変更によって人が集まらなかった場合には元の時間帯に戻せばよいとのことだったが、次年度以降も日中

の勤務時間帯での開催が望ましい。ただ、遠方からの参加者によっては夕方の交通渋滞に巻き込まれるな

図３－ 14　次年度以降のコースに対する要望
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どの不具合があるため、日中のなかで開催時間帯を早めるなどの措置を検討する必要がある。コース会場

についても検討の余地があることは連絡会での議論のとおりである。

　２）コース内容について

　今年度は Advance コースを開設し、前年度からの受講生を中心にほぼ定員として定めた数通りの参加が

あった。このようなコースの目的や内容に共感し、継続して参加している受講生が、知識や技術を自社に

持ち帰って防災担当者としての業務にそれらを活かすことができればよいが、現行のこのコースのプログ

ラムでは、その一連のプロセスすべてを十分にフォローできない。

　今年度は、防災の実装化事例を現地にいって見学する企画を組んだ。本章の実施結果のとおり、今年度

の会は概ね好評であったが、企業からの参加者が多い分、やはり企業の防災実装事例への見学要望もあがっ

ている。研究成果を基盤とした講義に対して、参加者からは実践への応用可能性の高い防災手法や技術を

求める声も挙がっている。連絡会で産学官それぞれの取り組み情報を共有するためのプラットフォーム型

の Web サイトの設置が提案されていることも踏まえ、大学だけで企画・運営全般を担うのではなく、大学

で担いきれない部分に関しては、産官との連携の体制を整えていく必要がある。参加者同士が情報交換で

きる場づくりも必要であるが、人材養成プログラムの目標やすじ道が参加者で十分に共有できるものになっ

ていないため、まずは上記体制を整えることが先決だろう。

　３）アンケート結果について

　アンケートをみると、同一地区からの参加者は、参加動機や課題意識などに共通するものがみられた。

ここ数年で合同で会合・勉強会や防災訓練等を開催する企業団地が増えてきた。先進的に取り組みを行っ

てきた地区では、意識や課題を共有し、タイトなコミュニティが出来ている。ただ、団地ごとに特色があ

り、防災対策へのアプローチもそれぞれの団地の立地や構成企業あるいは構成メンバーによって異なるた

め、団地ごとの取り組みを一本化するのではなく、それぞれにある情報や活動を水平的につなぐしくみが

必要である。コースづくりにおいては、こうした課題にもも向き合っていかなければならないだろう。

３．６　防災情報共有サイトの立ち上げ　

　最後に、以上の「地域地震防災コース」受講生へのアンケートの結果及び、防災の取り組みをお互いに

知る機会がほとんどないことや防災への取り組みに対して企業間・自治体間に格差が発生していることな

どの課題に対し、連絡会において、日頃の防災の取り組みを紹介し、交流を深めることができる Web サイ

トの立ち上げが企画され、職域プロジェクトでその具体化を引き受け、具現化した。

　防災への取り組み情報を関わる地区で持ち寄って共有するそのプロセス自体が重要であるとの思いから

サイト名を「つながる防災－東三河防災情報アーカイブ－」とした。立ち上げたばかりで現段階ではまだ

記事が充実していないが、今後はこのサイトを活用し、人材養成のコースプログラムと連動した産学民連

携の場を構築していきたいと考えている。
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４．防災シンポジウムの開催

４．１　防災シンポジウムの概要

　前章で実践した人材養成プログラム「地域地震防災コース」の取り組みを踏まえ、防災リーダーとして

災害時に活躍できる企業・自治体等の中核的立場の人間を対象とした人材育成プログラムの作成に力を入

れていることを広くアピールすると同時に、その目的の先にある東三河地域の地域防災力向上に必要なこ

れからの研究課題や社会的実装のための手法を議論するため、内外から研究者や企業防災担当者、実務者

を招へいし、防災シンポジウムを開催した。開催概要は以下のとおりである。

　 ■ 趣旨

   　 愛知県豊橋市を含む東三河地域は、南海トラフ巨大地震や巨大台風による高潮など、自然災害

　　  の脅威にさらされている。こうした中、豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター

      では、学内の総力を結集し、地域社会の災害への予防力・防御力を向上させるための取り組み

      を行っているところである。

      本シンポジウムでは、センターのこれまでの取り組みを再整理し、防災・減災分野における大

      学と地域の連携の在り方、防災人材の育成方法、センターの先進的な災害対策技術の地域への

      実装・展開方法などを取り上げ、いつ起きるか分からない巨大地震に対して、今、何ができる

      かを議論するものである。シンポジウムの実施に当たっては、地域・企業・自治体等において

      災害時に活躍できる防災の担い手の育成を視野に、積極的に参加を呼び掛ける。 

　 ■ 開催概要

　　　 タイトル：防災シンポジウム

                 防災・減災のための備えと行動

　　　　 　　　　～今、何ができるか～

　     日　　時：2014 年 12 月９日（火）13:00 ～ 17:20

　     会　　場：豊橋商工会議所９階大ホール

　　　 　    　　（愛知県豊橋市花田町石塚 42-1）

　　　 参 加 費 :無料

　　　 定　　員：１５０名

　     主　　催：豊橋技術科学大学

                 安全安心地域共創リサーチセンター

　     後　　援：東海圏減災研究コンソーシアム・国土交通省 中部地方整備局

                 経済産業省 中部経済産業局・豊橋市・豊川市・蒲郡市・田原市・豊橋商工会議所

　　　　　　　　 （ 株 ）  サイエンス・クリエイト・蒲郡地区委員会防災部会・御津臨海企業懇話会

                 明海地区防災協議会・神野地区防災自治会・田原臨海企業懇話会・東三建設業協会

                 自然災害研究協議会中部地区部会・環境共生技術研究会

　　　　　

図４－１　シンポジウムチラシ

日 時

会　場：豊橋商工会議所  ９Ｆ  大ホール

参加費：無料　定員：１５０名（申 制）　

申込方法：裏面の参加申込書に必要事項をご記入の上、ＦＡＸまたはメールにてご連絡ください。

申  込  先：安全安心地域共創リサーチセンター（ ＦＡＸ　0532 - 44 - 6568   ／ Ｅ-mail　carm＠office.tut.ac.jp  ）　問い合わせ：0532 - 81 - 5157（担当：穂苅）

主催： 　　　　　　　　　　　          
後援（予定）：  東海圏減災研究コンソーシアム・国土交通省中部地方整備局・経済産業省中部経済産業局・豊橋市・豊川市・蒲郡市・田原市・豊橋商工会議所・（株）サイエンス・クリエイト・東三建設業協会

                            蒲郡地区委員会防災部会・御津臨海企業懇話会・明海地区防災協議会・神野地区防災自治会・田原臨海企業懇話会・自然災害研究協議会中部地区部会・環境共生技術研究会

１２ 月 0９ 日（ 火 ）
１３：００‐１７：００

豊橋技術科学大学　安全安心地域共創リサーチセンター

防災・減災のための

備えと行動

豊橋技術科学大学　安全安心地域共創リサーチセンター主催　シンポジウム

13:00-13:10 開 会 挨 拶

13:40-14:40 基 調 講 演

16:10-17:00 ディスカッション

14:50-17:00 パネルディスカッション

13:10-13:40 

鷺坂 浩孝（豊橋市防災危機管理監）

天野 明夫（大成建設（株）営業推進本部ライフサイクルケア推進部）

（安全安心地域共創リサーチセンター長）

東日本大震災の実態と教訓 ～ 求められる連携と協働 ～

大西　隆（豊橋技術科学大学長）

センター事業紹介

上田 歳彦（豊橋技術科学大学社会連携推進本部コーディネーター）

源栄 正人（東北大学災害科学国際研究所教授）

源栄 正人 ＋ 鷺坂 浩孝 ＋ 渡辺 悦男 ＋ 天野 明夫  and  斉藤大樹

（田原臨海企業懇話会代表／愛知海運産業 ( 株 )）渡辺 悦男
地域のレジリエンスについて－施設や企業単位のＢＣＭＳから地域での視点へー

命を守り安全に自宅に帰す－田原臨海企業懇話会の防災対策－

豊橋市の被害想定と防災・減災対策

話題提供

17:00 閉会 挨 拶

中澤 祥二（安全安心地域共創リサーチセンター副センター長）

穂苅 耕介（安全安心地域共創リサーチセンター　研究員）総合司会

※終了後、17:20 ～商工会議所の地下１階で意見交換会（会費：3,000 円）を開催します。

14:50-16:00 

コーディネーター
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　 ■ プログラム

     13:00   開会挨拶           大西　隆 （豊橋技術科学大学長）

     13:10　 センター事業紹介   上田歳彦（豊橋技術科学大学社会連携推進本部コーディネーター）

     基調講演

     13:40   東日本大震災の実態と教訓～求められる連携と協働～

　　　　                        源栄正人（東北大学災害科学国際研究所教授）

     14:50   パネルディスカッション

　　　　     ▼話題提供

    　　     １）豊橋市の被害想定と防災・減災対策

                                鷺坂浩孝（豊橋市防災危機管理監）

             ２）命を守り安全に自宅に帰す－田原臨海企業懇話会の防災対策－

                                渡辺悦男（田原臨海企業懇話会代表／愛知海運産 (株 )）

             ３）地域のレジリエンスについて－施設や企業単位のＢＣＭＳから地域での視点へー

                                天野明夫（大成建設（株）営業推進本部）

　　　　　　 ▼ディスカッション

             コーディネーター 　斉藤大樹（安全安心地域共創リサーチセンター長）

     17:00   閉会挨拶

             中澤祥二（安心地域共創リサーチセンター副センター長）

             [ 総合司会 ]　穂苅耕介（安全安心地域共創リサーチセンター研究員）

写真４－１　シンポジウムが行われた豊橋商工会議所９階大ホール

－ 47 －



写真４－２　学長による開会挨拶 写真４－３　人材養成プログラムの実施結果報告

４．２　センター事業紹介

　本シンポジウムのプログラムに沿い、大西隆豊橋技術科学大学長からの開会挨拶後（写真４－２）、本事

業の産学官コンソーシアム担当者である上田歳彦（豊橋技術科学大学社会連携推進本部コーディネーター）

から昨年度から実施している人材養成プログラムの報告が行われた（写真４－３）。人材養成プログラムに

参加した企業ニーズとシーズとの関係、教材の活用先等、受講生へのアンケートの分析結果等に基づいて

次年度以降の取り組み課題と展望が示された。

４．３　基調講演・話題提供

　基調講演では、源栄正人教授（東北大学災害科学国際研究所）が、東日本大震災を間近で体験した様子

と専門家として最前線で震災後の地域復興に従事した経験に基づく教訓について熱弁をふるった。

　また、話題提供では、地域行政として災害時の危機管理を担う鷺坂浩孝氏（豊橋市危機管理監）、三河港

湾に立地する田原臨海企業を代表して渡辺悦男氏（田原臨海企業懇話会／愛知海運産業（株））、地域の防

災対応力を高める装置としての BCP のあり方を提示する天野明夫氏（大成建設（株）ライフサイクルケア

推進部）が、それぞれの立場から講演を行った（写真４－４）。

　　基調講演：「東日本大震災の実態と教訓～求められる連携と協働～」

　　　　　　 　源栄　正人（東北大学災害科学国際研究所 教授）

　　話題提供：「豊橋市の被害想定と防災・減災対策」

             　鷺坂　浩孝（豊橋市危機管理監）

　　　　　　　「命を守り安全に自宅に帰す－田原臨海企業懇話会の防災対策－

      　       渡辺　悦男（田原臨海企業懇話会／愛知海運産業（株））

　　　　　　　「地域のレジリエンスについて－施設や企業単位の BCMS から地域への視点へ－」

　　　　　　　 天野　明夫（大成建設（株）営業推進本部ライフサイクルケア推進部）
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４．４　パネルディスカッション

　パネルディスカッションでは、基調講演者、話題提供者をパネリストとして迎え、シンポジウムに参加

した一般参加者から講演者に対する質問票を集め、会場からの意見を交えて行った。コーディネーターは

斉藤大樹センター長（安全安心地域共創リサーチセンター長）が務めた。

　パネリスト：　　　源栄　正人（東北大学災害科学国際研究所 教授）

　　　　　　　　　　鷺坂　浩孝（豊橋市危機管理監）

　　　　　　　　    渡辺　悦男（田原臨海企業懇話会／愛知海運産業（株））

　　　　　　　　　　天野　明夫（大成建設（株）営業推進本部ライフサイクルケア推進部）

　コーディネーター：斉藤　大樹（安全安心地域共創リサーチセンター長）

※ディスカッションでは以下の議論が行われた。

「震度」の過信は禁物、だがそれに代わる指標の提示は難しい

斉藤：会場の参加者から“震度が必ずしも被害の大きさを表す指標に適していないということですが、他

　　　に震度に代わるような尺度はあるのでしょうか”という質問がきています。

写真４－４　それぞれの専門的あるいは実践的な立場からの基調講演と話題提供　　

　　　　　  （源栄教授（左上）、鷺坂氏（右上）、渡辺氏（左下）、天野氏（右下）
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源栄：震度という計測震度から決めた指標が一人歩きしてしまうと誤解を招く。

斉藤：地震動の破壊力を表すものとして、震度以外の指標を市として用意されるようなお考えがあるのか。

鷺坂：計測する度数を表すものとして、震度以外に表すことは難しい。入力する指標によって色々な地図

　　　はできる。ただ、それ果たして効果的かどうかは考えなければいけないと思う。国の示す指標が震

　　　度という形ででているため、愛知県、そして豊橋市もそれにならっている。行政として震度以外の

　　　指標の用意は、なかなか難しいと考えている。

源栄：どういう情報を伝達するか、研究の最先端ではどういう風になっているかというと、例えば、医学

　　　の脳波や心電図などはＱＲコードを使ってやりとりし、目的に応じてフィルターをかけて情報出し

　　　をしている。

　　　私は将来的にリアルタイムで揺れている波の情報を扱いたいと思っている。30 階建て、50 階建て、

　　　10 階建て、５階建て、色々な高さのビルがあるが、すべて同じ震度で論じられるわけがない。

　　　この辺のスペクトル情報を共有して、10 階建てのビルの方にはこういう情報を流すということが、

      将来の科学技術に合ったやり方だと思う。

斉藤：次の質問です。＂津波が予測されるとき、豊川などの川を遡上していくことをシミュレーション

　　　などで被害想定が出ているのか”

鷺坂：豊川を津波が遡上することは調査の中でデータとして取り込んでいる。豊橋市役所裏の沖野地区も、

　　　一部浸水の色がついている。

斉藤：出先で津波が発生した時に、どのビルが津波避難ビルなのか、豊橋市はわかるようになっているの

　　　でしょうか？

鷺坂：市のホームページに一覧表を置いている。またそのような施設には、津波避難ビルというシートを

　　　張り付けようという動きを来年度しようとしている。さらに携帯電話のアプリを情報システムとし

　　　て活用しようと思っている。

家具の転倒防止におけるもう１つの留意点

斉藤：源栄先生の揺れが長く続くと家具の留め金が外れるという話が印象的だったのですが、普通の家具

　　　の留め方ではだめだとすると代わりにどうすればいいのでしょうか？

源栄：今の家具の留め方は転倒モーメントに対する力だけで設計している。それに対して抜け出さないよ

　　　うに作った時にチェックをしなければならない。固定した部分とその中間部では違う。面外に少し

　　　でも＂がさん”がはらむと強度がなくなる。揺れが繰り返したときに弱くなり抜け出してしまう。

　　　それは力だけの設計じゃないということ。小さいレベルで何回も揺すられると壊れるという考え方

　　　と一緒の概念を入れ込んでいかなければならない。このへんは基準に入れ込むことが難しい。

　　　Ｍ９クラスになると５分、10 分続く揺れも起こり得るため、それに対しても考えなければいけない。

斉藤：これからそのような新しい金具が開発されることもあるのですか。

源栄：業者にそのようなことをお伝えしたいと思っている。

リーダー不在時の役割と行動

斉藤：次は渡辺さんへの質問です。田原臨海の企業の取り組みで、避難訓練以外に共同で行っている活動

　　　はありますか？

渡辺：活動というよりは、そこに住んでいる人がどれだけ意識を高く持つかということが大事だと思う。

　　　ここに来る途中、電柱にいまここが海抜何メートルか表示されていたが、結局そこに所属している

　　　人がそういう物事に意識を払えるかが大事ということで、そのための勉強をやっているし、今後も
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　　　やっていきたい。

斉藤：これは渡辺さんと天野さんへの質問になると思いますが、被災時にリーダーシップをとる人が同時

　　　に被災者でもあるという状況で、必ずしも予定通りの被災時の行動がとれない事態が発生すること

　　　があると思うのですが、被災者でもあり、かつ事業継続に従事しなければいけない責任者でもある

　　　場合はどのようにクリアしていけばいいのか。

渡辺：臨海企業懇話会では避難訓練を行っている。○○地区では▲▲という避難場所に集まるようにとい

　　　う感じになっている。避難訓練を何回もやっていれば、リーダーが不在の場合でも、ここに来ると

　　　何をやればいいかを自ずと理解している人が出てくると思う。そういうことも含めて、避難訓練を

　　　時折実施して意識を高めていくしかない。

天野：災害は 365 日 24 時間いつ起こるかわからないので、あらかじめ決めておいた役割の人がそこにいる

　　　とは限らない。そういう意味で権限移譲をきちんとしておかなければならない。役割に対して人を

　　　あてがうのではなくて、その場にいる人が役を何でもできるようにそこまで訓練することが必要。

ＢＣＰとＩＳＯ

斉藤：天野さんにはＢＣＰに関する話をたくさんしていただきました。各社ごとに違うＢＣＰとＩＳＯと

　　　いうそれよりも大きな指示系統の枠組みをどう連携させるのか？２つの関係がまだ腑に落ちないの

　　　ですが。

天野：各社固有のＢＣＰ、またそれらを共有化するような動きの間の調整は非常に難しい。ただそれに、

　　　ネガティブになる効果ではなくプラスになる要素として、ＢＣＰの仕組みもあるし、ＩＳＯの仕組

　　　みもある。プラス要素のひとつは言語が共通化されていること。確かにＢＣＰは各社各様に名前を

　　　付けたり、固有名詞がみんな違うことがほとんどだが、それをＩＳＯのルールに従ってつけると共

　　　通化される。そうすると、それだけでも会話ができる。これからは受圧する力を標準化して高めな

　　　ければいけない。

備蓄は何日分必要か

斉藤：こまごまとした質問になりますが、家庭の備蓄品は当初 3日間と言われていたのが、東日本大震災

　　　後は 1週間くらい備蓄することになりました。企業単位で考えると、何日分想定して備えればよい

　　　のでしょうか。

写真４－５　会場の一般参加者からの質問を交えたディスカッション
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天野：３日間や 72 時間というのは復電するまでに要する時間。東日本大震災では被災エリアが非常に広

　　　域であったため、影響が長く続いたが、通常で考えると、３日あれば被災しなかったエリアからの

　　　救済物資が届くといわれている。

鷺坂：豊橋市では、７日間お願いしますと言っている。その理由は、南海トラフ巨大地震が起きると静岡

　　　県から大阪あるいは中国地方まで被害を被り、物流の機能が麻痺してしまうため。水など必要最小

　　　限のものでもいいので、各家庭で７日間くらいは備蓄しておいてほしい。また、企業の皆様もでき

　　　る範囲でお願いしたい。

源栄：備蓄に関して東日本大震災では滑稽なことがあった。石巻のある病院では倉庫に備蓄が置いてあっ

　　　たが、鍵がなくなり取り出せなくなった。置く場所も同時に考えなくてはならない。

天野：備蓄の問題から派生して大事なことは災害時の協定や協力関係である。例えば、災害時で見られた

　　　ことだが、スーパーやコンビニなどに置いてあった品物を提供する。また大きな施設の売店にある

　　　食料なども開放する協定も必要である。

源栄：コンビニの盗難が大変だった。東北はまだ安全だったが地域によってはわからない。

天野：日本はその点では非常に治安が良かったと世界からも注目されてはいるが、実際泥棒はあった。

斉藤：私が聞いた例では、あるコンビニは地域の備蓄のために災害時にはあえて一旦販売をやめるという

　　　協定を結んでいるということを聞いたことがある。

斉藤：私はぜひ豊橋市以外から来られた源栄先生と天野さんにこの東三河地域での防災への取り組みに対

　　　するアドバイスがほしいと思っています。

源栄：先ほどのＢＣＰの問題からですが、ＢＣＰ関連の雑誌で最初に話題になったのが、完全に浸水した

　　　工場が１週間で通常に戻った事例。これはサプライチェーンを利用した協力関係。サーバーも離れ

　　　たところに置いておかなければならない。自治体間も離れたところにサーバーを持っていないと、

　　　みんな失ってしまう。

天野：この東海地区が機能しなくなると日本は壊滅の危機に瀕する。この地区はインフラも国内で一番整

　　　備されている。最悪の場合に備えてのＢＣＰで言えば、姉妹協定などの提携関係の自治体との連携

　　　を高め、代替の拠点を設けることが必要。

源栄：協定は日常機能と結びついていないといけない。福島県のいわきと会津の関係は、海の幸山の幸で

　　　効果があった。女川と成尾温泉が沿岸部を助けたが、普段から付き合いがあった。大崎市は、伊達

　　　家の親戚筋で付き合いのある北海道の鐺別と四国の宇和島と協定を結んでいた。

　　　あと、自治体から生の意見として聞こえてくるのが、震災が起きたときに、取り合いになるため、

　　　近くの自治体ほどやりにくいものはないという意見。離れている自治体を大事にする方がよい。

　　　福島県と宮城県の間の市長からは、放射能の汚染度は県境とは関係ないのに、手当がかなり違うと

　　　いう話を聞いた。

斉藤：天野さんは臨海を対象としたマネジメントの実例をお持ちですか？

天野：港湾施設のリスク評価をすると、液状化問題であったり、港湾施設そのものが脆弱であったりして、

　　　見積もりをとるととても一企業には不可能ということがある。リスクとしては認識できても、それ

　　　に対する手当はできていないという問題がある。

「ナビゲーション時代」において大学に求められる役割

斉藤：液状化は深刻的な問題で、継続時間が長いと液状化の範囲が広がる。一企業ではなかなか対処でき

　　　ないため、自治体でなんとかしてくれというような話にもなるかもしれない。他方、私は大学の立
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　　　場を日ごろ考えており、他の企業、自治体と何も営利目的のない第三者的な立場で大学がある。大

　　　学には研究や知識をできるだけ皆さんに還元していく役割もあると思うが、豊橋技術科学大学に期

　　　待することを一言ずつお願いします。

源栄：研究と実務はどういう関係なのか。工学は社会のニーズに答える。それによって、研究したものを

　　　前よりも一段高い成果にして社会に戻す。これを繰り返して、スパイラルアップしていく。そうい

　　　う人間を評価していくシステムが大事。これが工学研究に求められる。大学の持っているもので、

　　　少しでも社会の要求を満たして世の中を豊かにする必要がある。これからは解析と実験を突き合わ

　　　せしながらナビゲーションしていく時代である。

鷺坂：大学にはこの地域にあった研究成果を実装、使えるようにしていただくことを期待している。豊橋

　　　にある貴重な知的財産であるため、それを研究で終わらせず、実装していただくことを期待している。

源栄：地域性は万国共通。東北と東海・東南海・南海の巨大地震を議論するときに、何が違って、何が同

　　　じなのかと。この議論をしておかないと、マイナス効果になりかねない。共通の部分と地域独特の

　　　部分を分けた議論が重要。そういう意味で、東日本大震災の教訓、情報の発信の仕方も考えなけれ

　　　ばならない。

渡辺：豊橋技術科学大学は東三河にある唯一の理系工学系の大学であり、遠くにある大学には、東三河を

　　　見てもらうことは難しい。この地域がどうなるのかどうしていけばいいのか、産学官が一緒になっ

　　　てよりよい地域にできればいいかなと、そういう部分を担ってほしい。

天野：地域との連携を活かして、地域ならではのニーズに合わせ、地に足がついた形で成果を出していた

　　　だきたい。

以上

写真４－６　源栄先生、天野氏からのアドバイスを受け

　　　　　　地域性を活かした取り組みのあり方を議論
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ベーシック

アドバンス

この期間内のどこかに
見学会／ワークショップ／懇親会を入れる

2014 年度　『 地域地震防災コース 』　スケジュール及びプログラム構成案 2014.07.30（水）10:00-

□　スケジュール

□　プログラム

・10 月と 11 月の２ヶ月間、「ベーシック編」４回と「アドバンス編」４回を並行して実施。
・ベーシック編は地震防災の基礎を広く学べる内容、アドバンス編はテーマを絞り込んだ専門性の高い内容。
・ベーシック編 50 名、アドバンス編 50 名を受け入れる。
  （＊ただしアドバンス編の申込みは、前年度のベーシック編受講者、または今年度のベーシック編申込者に限る）
・会場候補は、ライフポートとよはし、カモメリア、豊橋技科大、御津町商工会館、蒲郡商工会議所など
・講義時間は、毎回 18:00 ～ 20:00（２時間）を予定（会場に来られなかった人のためにメディア配信も検討中）

■  ベーシック編（２０１３年度） ■  ベーシック編（２０１４年度）

■  アドバンス編

ＢＣＰとＢＣＭ／ＢＣＰ策定にあたってのポイント／まちづくり防災／

災害時の安全な帰宅／渋滞継続のメカニズム／帰宅計画を策定するために／避難所の運営

（４）基礎から学ぶ地震への備えと行動

地震はなぜ起こるのか／なぜ建物は崩壊するのか／高い建物と低い建物とはどちらが安全か
強度型か靱性型か／免震構造とは何か／津波にどう備えるか／地域防災力をいかに高めるか

振動学の基礎／耐震設計法の歴史と新耐震設計法の考え方／耐震診断法のあらまし／
耐震診断結果の読み方／耐震補強法の種類／免震工法・制振工法の考え方

津波と高潮の違い／津波を知る／三河湾内での津波の伝播／高潮を知る／三河湾奥部の低平地／
沿岸防災上の課題／愛知県の沿岸災害に対する対応状況／愛知県の高潮・津波の浸水想定結果

どこに避難するか／避難生活の種類／避難所の運営方法／もし小学校に避難することになったら
避難所にもとめられる機能・設備

鉄筋コンクリート構造／耐震診断／耐震補強

キーワード１／キーワード２／キーワード３・・・

事業継続計画（ＢＣＰ）／生活継続計画（ＬＣＰ）／地域継続計画（ＤＣＰ）
リスクマネジメント／クライシスマネジメント／レジリエンス

地盤地震工学／地盤の液状化／生メカニズム／被害の分類／地盤調査／液状化対策

（１）基礎から学ぶ地震と防災

（４）基礎から学ぶ避難方法と避難所運営

（３）基礎から学ぶ津波・高潮

（２）基礎から学ぶ建物の地震対策

（１）地盤の液状化 －メカニズム，被害，対策－

（４）  事業継続計画の策定とマネジメント

（３）防災まちづくり

（２）建物の耐震診断と耐震補強

斉藤大樹

中澤祥二

加藤　茂

三浦均也　

松井智哉

大貝　彰

増田幸宏

垣野義典

（仮）

10 月７日（火）18:00-20:00

10 月 14 日（火）18:00-20:00

11 月４日（火）18:00-20:00

11 月 11 日（火）18:00-20:00

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

（建築・都市システム学系・准教授） 

建築・都市システム学系・客員准教授
（芝浦工業大学システム理工学部・准教授） 

（理事／副学長） 

講師：

地震はなぜ起こるのか／なぜ建物は崩壊するのか／高い建物と低い建物とはどちらが安全か

強度型か靱性型か／免震構造とは何か／津波にどう備えるか／地域防災力をいかに高めるか

（１）基礎から学ぶ地震と防災

２月５日（水）18:00-20:00

斉藤大樹（建築・都市システム学系・教授） 講師：

講師：

振動学の基礎／耐震設計法の歴史と新耐震設計法の考え方／耐震診断法のあらまし／

耐震診断結果の読み方／耐震補強法の種類／免震工法・制振工法の考え方

（２）基礎から学ぶ建物の地震対策

２月 12日（水）18:00-20:00

２月 26 日（水）18:00-20:00

中澤祥二（建築・都市システム学系・教授） 講師：

講師：

講師：

講師：

講師：

講師：

津波と高潮の違い／津波を知る／三河湾内での津波の伝播／高潮を知る／三河湾奥部の低平地／

沿岸防災上の課題／愛知県の沿岸災害に対する対応状況／愛知県の高潮・津波の浸水想定結果

（３）基礎から学ぶ津波・高潮

２月 19日（水）18:00-20:00

加藤　茂 （建築・都市システム学系・准教授） 講師：

増田幸宏 （建築・都市システム学系・准教授） 講師：

講師：

new

new

new

new

10 月 9日（木） 18:00-20:00

11 月 6日（木） 18:00-20:00

11 月 13 日（木） 18:00-20:00

10 月 16 日（木） 18:00-20:00

会場：ライフポートとよはし／カモメリア 会場：未定

会場：未定

↓
59 名が受講し、3/4 回以上受講した 55名に修了証を授与
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資料－１　東三河防災・減災連絡会　配付資料

Ｈ２６年度

『地域地震防災コース』実施結果について

（受講生へのアンケートに基づく）

豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター
研究員 穂苅 耕介

1

防災人材養成コースの概要

企画・運営体制
実施目標とイメージ

コースプログラム・工夫とこだわり
前年度からの変更点

2

企画・運営体制

三河港湾
防災・減災連絡会

（事務局：豊橋技術科学大学）

蒲郡地区委員会防災部会
御津臨海企業懇話会
神野地区防災自治会
明海地区防災連絡協議会
田原企業臨海懇話会

●企業連絡協議会等

蒲郡市企画部企画広報課
豊川市産業部企業立地推進課
豊橋市産業部産業政策課

産業部港湾活性課
田原市政策推進部企業立地推進室

●自治体

世話役
ニーズとシーズのマッチング

コースの実施
幅広い学び直しテーマの
産学官コンソーシアムで
取組内容を改善

Ｈ２６年度の実施体制

3

実施目標とイメージ

カリキュラム完成による中核的人材養成のモデル形成（イメージ）

・大規模災害への日頃からの万全の備え
・地域の企業等の対応格差の解消
・災害前後の実践的高度対応方策の学習、習得

実施目標

4

１ 基礎から学ぶ地震と防災 講師：斉藤大樹
２ 基礎から学ぶ建物の地震対策 講師：中澤祥二
３ 基礎から学ぶ津波・高潮 講師：加藤 茂
４ 基礎から学ぶ避難方法と避難所運営 講師：垣野義典

Basic  コース

１ 地盤の液状化-メカニズム・被害・対策- 講師：三浦均也
２ 建物の耐震診断と耐震補強 講師：松井智哉
３ 防災まちづくりと地域防災力 講師：大貝 彰
４ 事業継続計画の策定とマネジメント 講師：増田幸宏

Advance  コース

１ 基礎から学ぶ地震と防災 講師：斉藤大樹
２ 基礎から学ぶ建物の地震対策 講師：中澤祥二
３ 基礎から学ぶ津波・高潮 講師：加藤 茂
４ 基礎から学ぶ地震への備えと行動 講師：増田幸宏

26年度（10.7～11.14）25年度（2.5～2.26）

開講初年度は、基礎から地震防災を学ぶBasicコース４回を実施

２期目となる今年度は、テーマを絞ったAdvanceコース４回と

県内の防災関連施設の見学会を追加

Basic  コース

コースプログラム

（Basic コースを受講された方のみ対象）

県内３市の防災関連施設見学会（希望者のみ）
5

（１）仕事帰りに立ち寄りやすい
企企業団地近くの会場 を確保

（時間に余裕のない実務者でも参加してもらえるよう配慮）

（２）技科大各教員が講義ごとに
オオリジナルテキスト を作成
（図＋解説を１セットにし、視覚的わかりやすさを重視、
東三河地域の事情に即した内容を盛り込む)

カモメリア

ライフポートとよはし

配付したオリジナルの
テキストとファイル

テキストを手元に聴講する受講生

（４）一定条件を満たした受講生に
修修了証書 を授与
（個人を対象として３／４回以上出席者に授与）

第１期は５９名中５８名に修了証書を授与

（３）授授業カルテやＱＱ＆Ａシートを用い、
講義のフォローアップを徹底
（講義の要点がわかるカルテを配付するとともに、

不明・疑問点等に応えるＱ＆Ａシートでフォロー）

講義毎に理解度を確認
するシートを配付

（５）面識のない受講生同士が知り合い、
情報交換できる場をセッティング
（横のネットワークづくりの場も企画）

工夫とこだわり

6

前年度からの変更点

１）連絡会の発足

防災人材養成に関わるニーズとシーズと調整するプラットフォーム組織

２）開催時間帯の変更

３）コースプログラムの変更

Basic Advance

４）施設見学会の企画

7

参加者数と参加の立場

参加者数の推移
参加者の立場

8
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参加者数の推移

４回中３回以上の参加者
⇒53名中51名（96.2%）

４回中３回以上の参加者
⇒41名中36名（87.8%）

H26 82 Basic 53 Advance 41

9

蒲郡臨海
５社５人中（個人として０／業務として５）

御津臨海
３社３人中（個人として０／業務として３）

神野臨海
４社６人中（個人として２／業務として４）

明海臨海
９社12人中（個人として１／業務として９／不明２）

田原臨海
７社10人中（個人として１／業務として９）

豊川（内地）
１社１人中
（個人として０／業務として１）

豊橋（内地）
15社23人中
（個人として３／業務として17／不明３）

（時間帯を日中に変更したことで防災業務の一環で参加する受講生が増加）
参加者の立場 臨海企業２８社から参加した３６名中３０名が「業務として」参加

10

参加動機と防災業務上の課題意識

参加動機・防災業務上の課題意識
関心のあるテーマ

11

蒲郡臨海

御津臨海

神野臨海

明海臨海

田原臨海

グループ会社がBCP活動を開始し、地震防災の知識が必要になった

防災に対する意識が低いから

会社で地震に対してどう取り組んだらよいのかを知りたくて参加した

業務上、地震防災の知識が必要になったため

蒲郡地区の「防災部会」の活動に活かすため

BCPの策定を考えたい

会社で地震発生時の対応を取り決めているが、
さらに情報を集め、よりよいマニュアルをつくりたい

ＢＣＰ作成に活かしたいため

ふ頭に会社があるので地震・津波の知識を得たい

地震・津波発生時の的確な対処方法を、
理論的に理解し、実践に役立てていきたい

海の仕事をしている会社のため今後の社員保護や
経営、建物と拠点の考え方を本気で考えなければ
ならないと思った

会社にていかに従業員を守るかを検討するため

津波対策、BCPに関する知識不足を改善するため

社内の防災対策とBCPに反映するため

工場の防災訓練の計画・実施に役立てたい

地震防災の知識を向上させ、
防災マニュアル・ＢＣＰを実際に使えるものにするため

当社のBCP構築の情報として活用したい

地震や津波を理解し、発信する力が必要と考えたため

最近、毎年の防災訓練がマンネリ化している

大規模地震・津波対応を進める中で
推進したい企画の説得力をつけることと企画そのものの質を上げるために参加した

地震に関する基礎知識の習得

工場が海に面したところにあり、津波などに備える必要があると考えた

地震防災に対する意識の維持と向上のため

全従業員の防災意識を高める方策を知りたいため

防災・減災に関する知識を習得して
業務に活用したい

多くの知識を得ておくことが、
地震防災に役立つと考えた

ＢＣＰのため

参加動機（臨海企業）

業務上の防災知識の必要性
防災への取組み意識や手法の習得

ＢＣＰの策定・マニュアルの改訂

ＢＣＰの策定
災害時対応の正確な理解

ＢＣＰ・マニュアルへの反映
防災知識の向上と実践

防災知識の習得と実践
防災意識の維持・向上
地震・津波への備え

12

蒲郡臨海

御津臨海

神野臨海

明海臨海
田原臨海

避難が難しい（夜間避難の方法）

安否確認のよい方法

避難場所の選定と経路

津波、液状化を含めた地震防災（とくに避難）

工場の耐震工事かかるコスト

防災訓練
（訓練のための訓練になっていないか苦慮）

津波対策・避難方法

地域の実情にあわせた対策
（本社が別地域にある）

防災訓練（災害時に即した）

危機感のない社員への教育

液状化への事前対策と事後対応
液状化対策
液状化を想定した２次避難場所の確保

社員の防災意識の向上
（意識が高いのは一部だけ）

会社として何もできていないこと

企業間の情報共有

従業員の防災意識（関心）が低い
（マニュアルに書かれた役割を各担当者が認識していない）

避難方法、業務再開方法

社員の防災意識の向上

社員の安否確認
（公共の通信が使用不能時）

防災に対するマンネリ化

社員に危機感がない

液状化、避難、津波対策
事業所建屋の耐震化

津波対策

工業団地にとじこめられた際の救護体制
災害時の連絡・指示・安否確認

防災業務上の課題意識（臨海企業）

13

作成しているＢＣＰが実情にあったものなのかを知るため

会社内の防火担当の役職に就いた

会社の防災計画の参考

耐震補強 会社の防災機能を向上させるため 社内の防災体制の見直しを検討するため

防災対応マニュアルを見直すため

会社でＢＣＰを検討中のためBCP対策に対応するため会社のBCPや防災対策を考える立場になった

よりよいBCPを作成するため

BCPの改訂に役立てたい

会社においてBCP策定を起案する一助としたい

参加動機

参加動機（内地企業）

防災体制の見直し

ＢＣＰ・マニュアルの策定・改訂

会社の防災機能向上（建築物） 防災担当になった

業務における課題

災害時の復旧が長期化した際の企業の存続、利益の確保

避難訓練時の点呼（従業員が多いために時間がかかる）

何から取組んでよいかがわからない

地震発生時のステークホルダー（取引先）の状況確認

防災訓練（地震発生時に即した）
多人数への避難指示

課題自体がよくわからない

地震発生時の建物の安全性確認

耐震補強、ＢＣＰ

地域連携による震災対応 まだ何もできていない

ＢＣＰの策定 具体的な事業継続計画

地域防災

ＢＣＰの確立

負傷者対応（トリアージ、搬送先の確保）

安全確認・避難指示・点呼・負傷者対応

地域連携 取組み方法や課題自体が把握できていない

ＢＣＰ

14

住宅の耐震化率の向上 老朽家屋の取壊しや住宅の耐震化が進まない

防災（津波）対策の検討工業団地の災害対策 臨海企業団地の津波対策

大地震発生時に避難をするか、勤務地に留まるかの判断

周辺企業の避難者受け入れ、効果的な訓練方法

臨海企業の防災意識を高める

自助、共助、公助のバランス 自助、共助の範囲とその方法

地域連携避難行動、避難者対応

災害対策（海側→津波対応、山側→耐震化）

防災業務における課題意識（自治体関係）

色々な知識や情報を得て今後の職務に活かしたいと思った

今担当している業務が耐震関係なので参加した

臨海部の工業団地の防災・減災対策が課題となっているため 企業団地の防災力を高める方法を習得したい

港湾ＢＣＰや地区防災部会の活動の参考にするため

色々地震防災に関する話がある中で基礎から学べる機会だった

より深い知識を得たいと思った

防災対策を考える役職に就いたが、防災の知識が全くないため

防災業務を担当することになり、地震防災の知識を身に付けたいと思った

ネットワークをできる限り構築したいと思った

参加動機
防災知識の獲得

業務上の課題に対する参考として

自治体職員としての知識を習得したいと考えた

防災業務の担当になった ネットワークの構築

業務における課題

15

会社が埋立地に立っているため

液状化に対する被害対策とそれを地域連携で取り組む方法を知りたい

地域防災の方法を理解し、会社のＢＣＰとリンクさせたい

工場が埋立地のため、高圧ガス設備の耐震診断が必要になった

液状化対策をどうしたらよいか決めかねている

今回の参加の目的が企業のBCPをどうすればよいかということだった

発災後の対応をより深く学びたい

ＢＣＰ策定のため

いま担当している業務が耐震関係のため

臨海企業BCP(BCM）の策定予定があるため

組織が生き残るために重要だと考えるから

防災の知識を得るためにすべて必要だと思うため

広い様々な課題に対して理解を深めたいので

全て関心がある

液状化の被害が想定しにくく対策立案ができていない

液状化

液状化＋耐震化
液状化＋地域防災力
地域防災力＋ＢＣＰ

臨
海
企
業

内
地
企
業

自
治
体
・
そ
の
他

地域防災力＋ＢＣＰ

ＢＣＰ

全て

ＢＣＰ

耐震化

防災担当者として必要な知識 多角的な視点を持ちたかった全て

関心のあるテーマと理由（Advanceコース受講生へのアンケート）

16

－ 66 －



資料－１　東三河防災・減災連絡会　配付資料

コース教材の業務等への活用

前年度の教材の活用方法（前年度受講生へのアンケート）
今年度の教材の活用方法（Basic・Advance共通）

17

全体の集計結果

臨海企業 内地企業 自治体・その他

前年度の教材の活用方法（前年度受講生へのアンケート）

18

今年度の教材の活用意向（Basicコース・Advanceコース共通）

避難所の使い方を予め決めておく必要があると感じた

耐震のしくみ、方法

液状化の資料を従業員教育で活用した

社内では一部の人しか防災意識が高くないため、
BCPを作成し、それをもとに教育するつもりである、その前に
管理者側の教育指導を行いたい

会社が臨海地域のため、津波・高潮の話が参考になった

得た知識を活用し社内の防災訓練に役立てたい

BCPを作成する上で基礎的知識を得ることができた

高潮と避難所運営に関する内容は、会社内に伝達したい

有事の際に様々な判断をすることになると思うが、そのための
知識が増えたことが今後の役に立つと思う

会社と自宅が沿岸地域にあるため津波・高潮による浸水や液状化
について、切実な問題として受け止めながら、知識や新しい情報
を得ることができた

高潮と津波の話と避難所運営の話は具体的な危機感を
持つことができてよかった

地盤の液状化は知識向上に役立った、また、BCPも課題が見えた
という点で役に立った

臨海企業からの
参加者の教材活用意向

知識向上の上で役立ったテーマ

教材の活用

社内での災害対策

[ 教材に関する意見 ]

19

今年度の教材の活用意向（Basicコース・Advanceコース共通）

内地企業からの
参加者の教材活用意向

現在つくっているBCPを深めていくなかで、今回得られた
情報はかなり大きかった

避難所運営の話はとても実践的だったため、会社の中で講演していただきたいと思った

なかなか個人として知りえないことも多く参考になった

避難方法の講義は役に立った

来月に事務所でBCP訓練をはじめて実施する予定だが、
他社の訓練実績なども知りたいと思った

地域連携の話とBCPの話は会社で役に立てたい

耐震補強については正直知識不足だったが、今回のことで少しは理解できた（もう少し行政の取り組み内容が知りたいと思った）

知識向上の上で役立ったテーマ

[ 教材に関する意見 ]

事業継続計画の策定とマネジメントが最も役に立った、
他のテーマも防災知識の向上につながって有意義だった

講師を招き広く情報共有したいテーマ

社内での災害対策

20

今年度の教材の活用意向（Basicコース・Advanceコース共通）

自治体・その他から
の参加者の教材活用意向

[ 教材に関する意見 ]

多方面の話があり、個人的な知識向上には役に立った避難所運営については、
自分が市職員として行動する可能性があるので参考になったBCPの策定とマネジメントについて

今回いただいた資料を職場内で共有し、興味のある人に対して情報を提供していきたい

避難所運営のテーマは行政の立場上役立つと思った

地震対策について、地元の自主防災会の訓練に幾つか取り入れたい地区の自主防災部会で活かしたいと考えている

避難所運営について

知識向上の上で役立ったテーマ

社内での災害対策

教材の活用

様々な情報と視点を学べてたいへん有意義だった

21

コース運営や提供内容へのリクエスト

コースへのリクエスト
見学会の様子と見学会に対する意見・感想

22

コースへのリクエスト

参加者間でコミュニケーションをとれる機会があったら良い

少人数で意見交換できるような状況もあるとよい

様々な立場の人が集まっていたが、話す機会がなかった

各社のBCPの取り組み状況など情報共有できる機会があるとよい

グループワークや現地見学・研修について

バスツアーはまたやって欲しい

自社のBCPをつくる実務講習はどうか？
参加者それぞれがある程度の情報を持ち寄ってつくりあげる講習

関係する自治体と意見交換ができる場があってもよいかと思う

アドバンスコースのさらに上のコースを期待したい

専門的分野からの内容の濃いものがあるとよい

講義の回数、時間、時間帯ともに現状のままがよいと思う

ひとつひとつの項目に対する講義時間がもっとあったほうがよい

時間帯が昨年度から変更になったため参加しやすくなった

現場ですぐに使える実践的な内容をもっと増やしてほしい

講義時間数・講義時間帯について

安否確認方法や夜間での災害時の避難方法、ＢＣＰの作成手順など

被災しにくい事業所の工夫や取組み、備えの講義があると良かった

企業と地域との関わり方・連携

テーマの多様性・内容の専門性・地域性について

過去の地震・津波を振り返る内容があるとよい

企業の体験事例や具体的なＢＣＰマニュアルの策定事例

その他

コースの開催場所は交通の便が悪く、公共交通機関で通うこと
が大変だった、次回以降の開催場所は検討してほしい

ぜひ継続してほしい、費用の面は、会費制にして会場費用や資料、
事務用品代も参加者負担にすればよいと思う 23

○来年については，豊橋市と同じく海に面していて干拓地がある
地域（西三河や知多など）を訪問したらどうでしょうか

○臨海企業関係者が意外と少なく，少し残念だった
皆さん既に見学済ということなら良いが， 興味が無いという
事だと心配である
（たぶんお忙しくて都合がつかないだけとは思いますが）

○災害の怖さの再認識、新しい設備・対応策や過去の災害の教訓
が学ぶ事が出来て良かった
バスの最初の自己紹介やクイズは緊張感が取れ良かった
ツアー参加者の名簿があればもっと懇親が深められたと思う

○１日で防災全般の知識や意識，危機感がずいぶん向上したと感
じています
｢企業防災｣という狭い観点では直接参考に出来る部分は少なか
ったので，どこかで｢企業｣に対することに触れてもらえると，
さらによかったと思います

○東海地震では表浜に高い津波が想定されています
実際に赤羽の港などの現地にて，どの程度の津波が想定されて
おり，どのような非難経路で何処に避難するのかを見てみたい
と思いました

（参加者へのアンケート抜粋）

見学会への意見・感想

24
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アンケート結果に対する所感

25

コース運営について

時間帯変更によって参加者は「業務として」参加しやすくなったとの声が多かった

会場は公共交通機関でもアクセスしやすい会場を検討する必要がある

連絡会が発足したが、位置づけや役割について意見交換が必要

コース内容について

Advanceコースを開設し、前年度受講生を中心に多くに参加してもらえた

（ただし、次年度はAdvance受講生の行く場がない）

見学会は概ね好評だったが、企業の取組み事例を見学したいという声もきかれた

参加者同士の情報交流機会はその必要性を感じていたものの機会を設けることができなかった

アンケート結果について

同一企業団地からの参加者の参加動機、課題意識に共通する傾向がみられた

（先進的に取組みを進めている団地ではタイトなコミュニティがつくられつつある）

メカニズムを講義するコースに対し、防災を先進的に実践する企業の取組み事例の紹介や

実用化できる知識を求める受講生の声が多かった

（⇒大学がニーズ全てを満足させられないのである部分までの線引きとその先の連携が必要）
26
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『地域地震防災コース』スピンオフ企画

県内３市の防災関連施設をめぐるバスツアー

　今年度の「地域地震防災コース」では、自然災害のメカニズムとそれに対する防災対策のしくみや技術を、
教材に基づいて理論的に学習することと併せて、それら学習内容を仮想体験や具体的な実装例を間近でみる
ことを通してコースにおける理論的学習効果を高めるため現地視察（バスツアー）を企画しました。
　先進的な災害対策技術を実装し、東海圏の災害対策拠点としての役割も担う名古屋大学「減災館」の他、
コースにて理論的に学習する自然災害の脅威とそれに対する対処方法を身をもって体験できる施設（豊田市
防災学習センター , 岡崎市防災展示コーナー等）を視察します。

開催日時

見学対象施設

2014 年　　　月　　　日（火）９：００～１８：３０（８：４５に「豊橋駅」集合）

名古屋大学減災館、豊田市防災学習センター、岡崎市防災展示コーナー

定員：４０名（先着順）　　対象：企業・自治体に勤務されている方

参加費：1,000 円（お弁当代含む）※当日お支払い下さい。

※集合場所の詳細は、申込者に別途お知らせします。

  8：45　  豊橋駅集合

  9：00　  豊橋駅出発

10：30
　
11：45

12：25

15：00

16：10

17：10

18：30　 豊橋駅到着
　　　　
　　　　 到着後、豊橋駅周辺で懇親会も予定しています。

10 28

スケジュール

定員・対象・参加費

豊田市防災学習センター

名古屋大学減災館

〜

〜

〜

（センター職員による各体験コーナーの案内）

岡崎市役所（防災展示コーナー）（防災危機管理課による出前講座）

参加希望者は、添付の申込書をお使いください。

（福和伸夫先生（名古屋大学減災連携研究センター長）による施設案内）

  車内で昼食
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　Basic コース教材　斉藤大樹
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　Basic コース教材　斉藤大樹
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　Basic コース教材　斉藤大樹
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　Basic コース教材　斉藤大樹
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　Basic コース教材　斉藤大樹

－ 86 －



45 46

資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　中澤祥二

－ 95 －



資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料
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　Basic コース教材　中澤祥二
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂

10m 30

2km 10m

33

2

34

35 36

－ 109 －



3.11

37

BCP

38

資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料

　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　加藤　茂
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　Basic コース教材　垣野義典

　大災害がおきると、多くの建物が使えなくなったり、電気、水道、ガスが
使えなくなります。また情報をどう得ればよいか？水・食料は？寝る場所、
トイレは・・・・・？といった、普段あまり考えないことを考えなければな
らなくなります。 
　ここでは「長期にわたって避難生活をすることになったら？」という視点
から、色々な問題点、今後の準備について説明してゆきます。 
 
※　石巻では、津波で沿岸から流された石油タンクが小学校に衝突、大炎上
をおこしました。 
写真をみるとわかりますが、1階よりも3階の窓がないのは火災によるもので
す。 

大勢が殺到したら、どう運営するか、今から考えておく必要があります。 
 

目次 
Q1：　事態がおちついたものの、水、電気、ガスが使えない・・・。 
　　　災害が起こって、長期化するとどうなるでしょうか？ 
Q2：　「そうだ、学校へ行こう」どうして学校が避難所になるのでしょう
か？ 
Q3：　「そうだ、とりあえず避難所へ行こう」 
　　　　　　　向かった先の避難所では何が問題になるでしょう？ 
Q4:　　津波にあった避難所はどうなったでしょうか？ 
Q5：　大災害にそなえ、避難所運営の準備はどれくらいすすんでいるので
しょうか？ 
Q6：　では現状ではどのような準備が行われているのでしょうか？　１ 
Q7：　では現状ではどのような準備が行われているのでしょうか？　２ 
Q8：　では今後、どのような準備を行っていけば良いのでしょうか？１ 
Q9：　では今後、どのような準備を行っていけば良いのでしょうか？２ 
 

いくつもの自治体へのヒアリングでは、「被災時に、市町村職員はどう対応
するのか？」という質問に対して、 
 
「水などの備蓄は進んでいないが、私有地にある井戸を表示したマップを配
布している」 
「簡易の発電機を各避難所においている」 
「避難所（学校など）には、256食のカンパンを常備しているが、とても足
りない」 
「市の職員が、すぐに避難所に飛んでくる体制はない」 
「今までは、2～3日は、自力でなんとか頑張ってくださいよと言ってきまし
た。でも南海トラフ大地震クラスだと、一般市民の方には一週間は自力で頑
張って下さいとお願いしたい」 
といった、職員の声も聞かれます。 
 
1995年1月17日におこった阪神・淡路大震災では、多くの家屋が倒壊し、体
育館などの公共施設だけでは避難者が収容しきれませんでした。1995年１月
２０日の段階で32万人の避難者（食料供給数より）　がうまれ、1079カ所の
避難所が開設されました。 
その1週間後の段階でも、1000人が殺到した避難所（小中学校）は５２校あ
り、3000～4000人が避難した学校もありました。 
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「避難所」と聞いて、学校が真っ先に思い浮かぶ人も多いのではないでしょ
うか？ 
 
　避難所の中でも特に注目すべきは学校です。学校施設の防災機能に関する
実態調査（国立教育政策研究所　2013）によれば、全国の公立学校のうち、
95.2％の小・中学校（約2万8千校）が地方自治体により避難所に指定されて
います。 
 
　では、どうして学校が避難所に指定されやすいかといいますと・・・ 
 
　・　地域の中でなじみがある。色々な人が知っている、もしくは子どもが
通っている、 
　　　通っていた。 
　・　水道やトイレなど、大勢の人間が生活できる最低限の基盤がある 
　　　（家庭科室、保健室、給食室も） 
　・　大きな広い場所（グラウンド、体育館）で、大勢の人・物を受け入れ
られる 
 
といった理由があります。 

最近の大地震の傾向をみてみると、それぞれ起こる地形、場所によって被害
の性格が違うことがわかります。 

では南海トラフ巨大地震の被害はどうなるのでしょうか？ 
 
１　震度7　・・　家の中で家具が飛び跳ねまわる状況になります。 
２　津波がじわじわやってきます 
３　駅の西側では、広範囲に液状化 
 
これら1～3が複合した災害が起きると予想されています。 
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揺れがおさまった間に、自宅の外へ 
 
玄関のドアはへしゃげて開かない状態 
窓を蹴破って外へ・・・・その前にやっておくこと！ 
 
 
１　ガスの元栓をしめる 
２　ブレーカーをおとす 
３ 水道が生きていれば、水をためる 
 
 
都市火災予防において、また生活環境の確保に絶対必要です。 
 

豊橋市では、古い住宅の倒壊、火災による死者数も試算されています。 
 
 
１９９５年１月１７日　阪神淡路大震災 
　・・　避難所運営がクローズアップされる契機に 
 
1995年１月２０日の段階で、 
32万人の避難者（食料供給数より）　 
1079カ所の避難所開設 
 
一週間後の段階で・・・ 
 
　1000人が殺到した避難所　５２校 
　　（3000～4000人が避難した学校も） 

移動手段も考えておく必要があります。 
 
大災害時には、自動車で逃げることは危険とされる一方、やはりどうしても
自動車で逃げる人が続出するでしょう。 
結果、通れない道にはまりこむと、渋滞、もしくは津波による被害にあうこ
ともあります。 
 
まずは自転車や徒歩という選択肢もありますが、ではお年寄りはどうやって
逃げるのか？という問題もあります。 
 
答えがあるわけではなく、その土地、その状況にあわせるしかありません。 
大事なことは、選択肢がいくつ頭に入っているか、ということでしょう。 
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豊橋では広範で液状化がおこります。 
 
結果、堤防が下がる可能性もあり、津波の浸水域については注意が必要です。 

愛知県および豊橋市の防災力をみてみると、人口に対してあまりに救急車、
消防車の数がたりません。 
 
大災害時には、その時まわりに居る人たちと協力するしかないことがわかり
ます。 
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内閣府は、南海トラフ地震対策として、避難所の受け入れは弱者を優先する
「トリアージ」（選別）を提言しています。東日本大震災では、避難所に被
災者が殺到し、食料が不足したり治療が遅れるケースが多く報告されました。 
 
また、100人分の水や食料を、1000人を超える避難者で分ける事態も起こり
ました。 
 
どんな人を優先的にケアするか、といった問題が起こるとともに、 
 
「優先する条件は？優先するかどうか、誰が決めるのか？」 
 
といった難しい課題が残されたままです。 

　大きな災害にでくわしたあとは、「情報交換を」、「人があつまる場所
へ」、「避難所指定の場所へ」と思うのでは無いでしょうか。 
そして「そうだ、テレビで見たことがある！避難所となっている学校に行っ
てみよう」、と思う人も多いのではないでしょうか。 
ところが、向かった先の避難所では、色々な問題が待ち受けています。 
例えば・・・・深夜に大地震が起こった場合・・・・ 
 
「暗くて寒い。体育館に入りたいが、カギがない！誰かカギを持っていない
のか？！」 
「こんな時だもの。カギが無いなら、ガラスを割って入っちゃおう！」 
といった、いわゆる「不法侵入」が起こったケースもめずらしくありません。 
 
何より、町中から人があつまる避難所では、誰が仕切り役（リーダー）をつ
とめるかも決まっていないので「無秩序状態、カオス状態」になってしまい
ます。 
そしてカオス状態なので、避難所に殺到した人々は、順次落ち着ける場所を
探して占領していきます。足腰不自由なお年寄りが、かたい床の上に座り込
んで寝泊まりするケースも多々報告されています。当然プライバシーに気遣っ
ている余裕もありません。 
さらに、学校の場合は、校内の勝手を知っているのは教師です。どうしても
教師の負担が大きくなります。 
 
 
 

東日本大震災では、これまでの大地震に加え、津波の被害が甚大でした。 
 
津波をうけた学校では、1階および体育館がまったく使えなくなりました。 
１階には海水、土砂が流れ込み、海水が引くのに数日かかったため、 
校舎全体が使えない、もしくは2階以上の教室や廊下が避難所になりました。 
 
水道が復旧しない、修復できない場所では、「おむつ」を利用した仮設トイ
レを設置した所もありました。 
 
 
現在、ほぼ全ての避難所は閉鎖されていますが、侵入者を防ぐ意味もこめて、 
津波をうけた1階の窓や入り口は封鎖されています。 
 
 

津波被害をうけた学校では、体育館がつかえなくなり、2階以上が避難所にな
ります。 
 
体育館は、ブルーシートをしいて、炊き出しや配給、備蓄場所になりました。 
 
津波を受けるか否かで、その学校の使い勝手が全く変わるのです。 
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衛生機能では、過去の震災でも問題になったトイレに関して、給水設備に
よっては最初の1～2日は使用できる学校もありました。また、保健室の簡易
医療空間利用や高齢者等への対応として1階教室やトイレ付近への優先的入居
などがありました。 

情報機能としては災害用ラジオが主力となり、携帯情報機器が使用できる場
合はSNSの活用による必要物資の情報や避難所の状況を他所へ発信した学校も
ありました。 

衛生機能では、過去の震災でも問題になったトイレに関して、給水設備に
よっては最初の1～2日は使用できる学校もありました。また、保健室の簡易
医療空間利用や高齢者等への対応として1階教室やトイレ付近への優先的入居
などがありました。 
 
 
高置水槽式の場合、トイレに流れて使われてしまうので、 
「高架水槽の水をポリタンクにくんで、一階で飲料水として確保したらよ
かった。」 
という意見もありました。 
 

24

避難所開設中、毎日すべての避難者が使用するトイレは、断水による洗浄水
の不足、汚れ、つまりにより使用が制限され、避難者の健康面、精神面に大
きな支障をきたしました。 
また避難生活時は、電力の使用が制限されるため、情報取得手段がテレビ、
仮設電話に頼られましたが、それらが体育館近くになかったため。避難者が
情報取得しずらい状況になったところもありました。 
避難所運営では、教職員が大きな役割を果たしましたが。宿直業務、休日出
勤など、多大な負担が生じました。 
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被災直後は多くの人が車で避難をし、校庭が駐車スペースになりましたが、
津波被害で学校再開に向けての作業に支障をきたした学校もありました。 
他にも、ペット専用スペースや喫煙所、避難者やこども達の為の交流場が適
宜設置されました。 
 
 
・その他必要になった機能 
 
　⇒避難者が飼っているペット専用のスペース 
　　喫煙者の為のたばこスペース 
　　避難者やこども達の為の交流場、遊び場 
 

避難所運営は、市役所職員、学校の教師、自治会（市民自身）のうち誰が陣
頭指揮をとるのが良いのでしょうか？ 
 
基本的に市町村では、避難生活者たちで、自主運営を進めていますし、実際
もそのように運営されました。 

物資の配給はむつかしい問題を含んでいます。 
 
 
人数分あるのか？ 
公平性をたもつのか？ 
人数分なければ、どう配布するのか？ 
 
配給役になる人は憎まれ役にもなりやすいのです。 
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東三河ではどんな準備が進んでいるでしょうか？ 
 
30校を超える小中学校の教師、校長先生にヒアリングしました。 

体育館を主戦力に考えている学校が多いのですが、なかには 
「市職員が決める」と答えた学校もありました。 
  
「教室、職員室、保健室、特別教室は使わせずに、確保したい」 
「家庭科室、理科室、職員室は絶対に使わない」 
  
という意見もあります。 
  
 
 

①避難者が殺到し、避難所を転々とすることになりました。まずは、各避難

所にやってくる避難者数、収容可能人数を想定しておく必要があります。し

かし、例えば愛知県内でもこれらの想定をしている学校は稀でしょう。 

②避難所を運営するには、運営拠点の設置が必要です。事務手続き、ミー

ティングなどを行うためです。ところが、避難者が殺到すると、教室や廊下ま

で避難生活場所になってしまいます。結果、スムーズな運営が行えない一歩

となります。ここは思い切って、あらかじめ「この部屋を、運営拠点場所に

予定しておきます」と事前に決めておくと良いでしょう。また、「避難者は、

体育館といくつかの教室を優先して入ってもらう」と、避難生活場所を決め

ておくことも重要です。 

③高齢者等、身体の不自由な人への配慮も重要です。過去の災害では、一階

が先に占領されていきました。結果、お年寄りが、上階の生活しにくい場所

に追いやられてしまう事態も発生しました。事前に、身体の不自由な人に、 
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各自治体が作成した「避難所運営マニュアル」をご覧になったことがあるで
しょうか？ 
 
実際は、きちんとノウハウ化されています。 
例えば愛知県避難所運営マニュアルは100ページを超える、随分としっかりし
たものです。 
 
ところが防災・避難所マニュアルは、各自治体がもってはいますが・・・・ 
 
　０　教師「ほとんど読んだこと無い」 
　１　誰がどういう責任をもてば良いのか不明確　市役所？教師？自治会？ 
　２　文字、ページ数が多すぎて誰もきちんと読まない 
　３　文字ばかりで実際をイメージできない 
　４　最初の1～2週間についてしか書いていない 
 
というのが、マニュアルを目にした人達（市役所、教師、自治会の人々）の
本音です。 

避難所マニュアルの中身をみてみましょう。 
例えば、愛知県の避難所マニュアルはしっかりしていて、 
広範囲の問題に対応できるようになっています。 
 
しかし、いかがでしょうか？なかなか読み込んで理解するのは難しいのでは
ないでしょうか。 
 
そんな中、最近では、静岡県危機管理部が開発した 
　「HUG　避難所運営ゲーム」が注目をあつめています。 
 
ボードゲーム方式で、色々なハプニングに対応せねばならず、とっさの判断力
が求められます。 
避難所運営が実感できるとともに、その難しさがわかるのではないでしょう
か？ 
 

まずできることとしては・・・ 
1　避難所運営マニュアルを5期（時系列）にわけ、それぞれの時期におきる
問題を整理しなおすとよいでしょう。それぞれの時期で、大事になるポイン
トが違うからです。 
 
　①　被災する瞬間（避難行動期　＝　まずは命を守るために！） 
　②　被災して１～３日間（自助による避難生活期です。 
　　　　　　　　　　　　　体育館の使い方がなんと言っても大事になりま
す。） 
　③　１週間後（救援生活期です。グラウンド、プール、校舎など 
　　　　　　　　　　　　　学校全体の使い方が大事になります。） 
　④　１ヶ月後（学校が授業を再開します。授業の場所と避難生活場所を 
　　　　　　　　　　　　　うまくわけなければなりません。） 
　⑤　３～６ヶ月後（ゆっくり避難所を閉鎖してゆきます。） 
2　避難所マニュアルを、イラスト、イメージを加えて編集し直す必要があり
ます。 
　　マニュアルの簡易や、ポスター、冊子版など　3種を用途にあわせて使い
分けるのはどうでしょうか？ 
３　あらかじめ、各学校が避難所になったときの「間取り」を考えておくと
良いでしょう。 
 

最後に、　避難所運営の準備にあたって必要な「4つの条件」をあげたいと思
います。 
この4つの条件を考えておくと、運営の初動をスムーズに行うことができるで
しょう。 
 
条件その１　まず、避難所開設にあたって、陣頭指揮を誰がとるのか、自治
会、学校、自治体の間で明確にしておく必要があります。 
条件その２　小中学校の教師は「被災して1～2週間は、運営を主導せざるお
えない」と認識してもらうことが必要です。やはり学校の使い勝手、部屋の
配置を一番よく知っているのはその学校の教師です。開設当初は、どうして
も教師の尽力が不可欠になります。 
 
条件その３　重視するポイントを決めておきましょう。避難所運営のポイン
トを決めておくと良いでしょう。 
　　１　「高齢者、身体障害者、病人、けが人」重視タイプ　　1階や、畳・
温熱環境がととのった部屋を優先的にお年寄りや身体の不自由な人の部屋と
して確保する 
　　２　女性、子どもの環境重視タイプ　小部屋を割り当てたり目隠しをし
て、女性や子どものための環境を確保しておく 
　　３　みんな平等、家族で一緒、地域で一緒重視タイプ　1階はA町住民、
2階はB町住民など階で避難場所をわける　みんな分け隔て無く同じ条件で、 
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そこで、円滑な避難所運営にむけて、建物の使い方について14のルールを設
定してみます。 

１　体育館を主戦力にします。 
２　運営本部は、体育館の近くにおきます。 
３　医務室は、保健室をそのまま活用するとよいでしょう。 
４　大量に物資が届いた場合は、専用の保管場所が必要です。 
　　人の目がとどく場所、人通りの多い場所に置くのも一案です。 

11　炊き出しブースは居住スペース近く、屋根有りが理想です。 
12　たばこブースは、学校が避難所となる場合は、「子どもの健全育成の場
所」という名目上、敷地外が選ばれます。 
13　交流場所：　図書室などは、多世代が交わって生活する憩いの場となり
ます。 
14　学校は、授業再開にむけて準備が必要になります。職員室、校長室は、
教師の基地として残します。 
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　Advance コース教材　三浦均也

21 22

23

S

24
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　Advance コース教材　三浦均也

25 26

27

20m
20m

28

－ 128 －



資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料

　Advance コース教材　三浦均也

29 30

31 32
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　Advance コース教材　三浦均也

35 36
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5
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　Advance コース教材　三浦均也
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　Advance コース教材　三浦均也
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　Advance コース教材　三浦均也

53
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[
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58

59 60

－ 136 －



資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料

　Advance コース教材　三浦均也

30
1m

61 62

63 64
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　Advance コース教材　三浦均也

65 66

67 68
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　Advance コース教材　三浦均也

69 70

N
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　Advance コース教材　三浦均也

73

FL
PL

74
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75

Dcy
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　Advance コース教材　三浦均也

79 80

N
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　Advance コース教材　三浦均也

81 82

83 84
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　Advance コース教材　三浦均也

85 86

87 88
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　Advance コース教材　三浦均也

91 92
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　Advance コース教材　三浦均也
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97 98
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　Advance コース教材　三浦均也

101
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　Advance コース教材　松井智哉

1 2
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1981 1981
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3

1995 12

2006 12
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4
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　Advance コース教材　松井智哉
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90

5

2013 11

6
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78.8 25 4 88.8

27 90%
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8
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7
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　Advance コース教材　松井智哉
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L
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　Advance コース教材　松井智哉

http://www.yahagi.co.jp/group/seismic/index.html 2014.10)

13

http://www.jssi.or.jp/menshin/m_kenchiku.html 2014.10)

14

Is
Is Iso

0.6 0.7
1.25 1.5

15

RC
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　Advance コース教材　松井智哉
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RC X
V
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　Advance コース教材　松井智哉

RC

http://www.fir st.com/index.html 2014.10)

21

https://www.tobishima.co.jp/technology/architecture/seishin_index.html 2014.10)

22

http://www.jssi.or.jp/menshin/m_kenchiku.html 2014.10)

23

http://www.aichi gensai.jp/ 2014.10

24
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　Advance コース教材　松井智哉

http://www.aichi gensai.jp/ 2014.10

25

http://www.aichi gensai.jp/ 2014.10

26

http://www.aichi gensai.jp/ 2014.10
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　Advance コース教材　松井智哉

http://www.yahagi.co.jp/solution/resist/achieve.html 2014.10)

29 30

31

1m
1.5 2.4 5.2

32
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　Advance コース教材　松井智哉

33 34

35

Is

Is 0.2
Is 0.7

Is 1.2

36
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　Advance コース教材　松井智哉
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2
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9 10
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　Advance コース教材　大貝　彰
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　Advance コース教材　大貝　彰
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　Advance コース教材　大貝　彰

52 5353
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏

25

2
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28
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　Advance コース教材　増田幸宏
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　Advance コース教材　増田幸宏

33 34

35 36
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　Advance コース教材　増田幸宏

BCP Business
Impact Analysis RTO Recovery Time Objective RPO

Recovery Point Objective

BIA Business Impact Analysis
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41

Building Function Continuity
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－ 183 －



資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料

　Advance コース教材　増田幸宏
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4747
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48

－ 184 －



資料－２　H26 年度『地域地震防災コース』配付資料

　Advance コース教材　増田幸宏
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Robust Redundant

Resourceful Flexible (Independent)
Accurate Rapid

53
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 避難所運営チェックシート（2014年版） 記入日：　　　年　　　　月　　　　日

学校名： 記入者：

No.
チェック
欄

キーワード 項目 項目の説明、チェックする理由、理想の設定

1 □ 避難所を開設する時、陣頭指揮をとる人（リー
ダー）は決まっていますか？

自治会、教師、市町村職員の役割をはっきりさせておく
と、混乱が少なくなります。過去の避難所では、学校内部
の勝手を知っている教師が陣頭指揮にあたりました。

2 □ 避難所を開設する時、誰が解錠するか決まってい
ますか？

解錠できる人がはっきりわかっていると、緊急時の連絡が
スムーズです。カギは複数の人が持っていると安心です。

3 □ 避難所を解錠できる人を、町内の人々は知ってい
ますか？

解錠できる人が不明もしくは到着が遅れると、解錠前にガ
ラスや扉を壊して校舎内に避難者が入ってしまう場合があ
ります。

4 □

5 □

※　校舎の面積には、体育館を含めません。
※　2.0㎡は、人一人が寝そべることができ、私物がおけ
る面積として採用しました。

6 □ 派遣職員への連絡は完了しましたか？ 通信機器の場所を確認

7 □ 教職員、児童、生徒の安否確認完了しましたか？

8 □ 体育館の屋根の崩落、校舎の構造体の破損を目で
確認しましたか？

9 □ 特別教室で、備品・薬品が錯乱していませんか？

10 □ 避難者登録の名簿は準備できていますか？
不特定多数の人が避難してくるので、避難者の人数確認に
も役立ちます。

11 □ 避難者受け入れのため、校門の鍵の解錠は完了し
ましたか？

12 □ 避難者受け入れの受付場所は決まりましたか？ 校門から見やすい場所が理想です。

13 □ 体育館の使い方レイアウトは決まっていますか？
体育館のどの場所を、誰が、何人で使うかあらかじめ決め
ておくと、混乱が少なくなります。

14 □ 体育館において、避難者が通る通路を確保できま
したか？

避難者が殺到すると、足の踏み場も無くなることがありま
す。人が通る通路は確保しておくと良いでしょう。

15 □ 校舎内で、避難者を受け入れる部屋は決まってい
ますか？

体育館が満員の場合、校舎内を開放する必要があります。

16 □ 運営 班分け、班長は決定しましたか？
大勢の避難者が円滑に生活するためには、班分けが有効で
す。一班は、最大で40人が目安です。

17 □ 高齢者、身体障害者用の部屋を確保できています
か？

身体の弱い方、妊婦さんには、できるかぎり1階に部屋を
確保することが重要になります。暖房、畳をそなえ、ス
ロープ、水道、トイレが近いことが理想です。

18 □ 保健室を利用して、医務室を設置しましたか？ けが人や体調不良の人への対応場所です。

19 □ 避難所運営の拠点は設置できましたか？ 避難所全体の管理をおこなう拠点が必要になります。

20 □ 更衣室、女性や妊婦さんが使用できる部屋を確保
しましたか？

特別教室が適当です。

21 □ 備蓄品 食料・水・毛布の数は把握していますか？ 避難者数と備蓄数のバランスを把握することが大事です。

22 □ 役割 誰が、備蓄品を配りますか？
教師は、避難者と行政から中立の立場。過去には、教師が
避難者数を把握し、備蓄品を配布する場合がありました。

体育館の面積　÷　2.0㎡/人　＝　体育館では最大で（　　　　　　　　人）までの収容が理想です。

校舎の面積　÷　2.0㎡/人　＝　　校舎内では最大で（　　　　　　　　人）までの収容が理想です。

①　震災直後～3日（自助、共助による生命確保）に大切なこと

０　事前準備でチェックすること

開設準備

学校施設の安全を確認し、「立ち入り禁止」の張り紙をす
れば、屋根の崩落など2次災害を防止できます。

部屋の使い方

部屋の使い方

手続き

安全確認

連絡

－ 189 －
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23 □ 備蓄品
備蓄品を誰から配るか、順番は決まっています
か？

避難者が殺到すると、取り合いになったり、立場の弱い人
に行き渡らなくなります。高齢者から優先的に配布するな
ど、あらかじめ順番を決めておくとトラブルが減ります。

24 □ トイレに水を準備していますか？
断水時は、プールの水をトイレ排水に利用することが有用
です。

25 □ グラウンドに、簡易のトイレ場を設置しました
か？

断水時、トイレがつまる可能性があります。やむおえず、
グラウンドの脇に溝をほり、トイレ代わりの場所を作るこ
とも重要です。

26 □ 避難所内のルールについて、決まっていますか？

27 □ 避難所内のルールを周知するため、張り紙をしま
したか？

28 □ 掲示板を設置しましたか？ 全員が情報を確認できるよう、掲示板の設置は重要です。

29 □ 避難している人達の役割は決めましたか？
1総務班　2名簿班　3食料班　4物資班　5救護班　6衛生
班　7連絡・広報班　8そのほか　役割分担が必要です。

30 □ 一日のタイムテーブルは作りましたか？
物資配給の時間、就寝時間、電力利用・停止時間など、一
日のタイムスケジュールがあると、生活が楽になります。

31 □ 救援物資の置き場所は決まりましたか？
グラウンドに救援物資が届くので、グラウンドから近い場
所に置き場所を確保するのが理想です。

32 □ 炊き出し場所は確保できましたか？ グラウンドもしくは雨にぬれにくい場所が理想的です。

33 □ 仮設電話の置き場所は確保できましたか？

34 □ ゴミの集積所は設置できましたか？
大量のゴミがでるので、グラウンドのわきに簿実置き場を
設置しましょう。

35 □ ペットの置き場所を確保しましたか？ ペットと一緒に避難する人もいます。

36 □ 設備
携帯用トイレ、仮設トイレの設置場所は決まりま
したか？

37 □ 部屋の使い方 ご遺体を安置する場所は必要ですか？
避難者がご家族を亡くされている場合、亡くなった方を安
置できる部屋の確保が求められます。

38 □ 生活場所8種類の設置はできていますか？

避難生活が長期になると、生活に必要な場所がふえてきま
す。　1.居住場所　2.更衣場所　3.洗濯・物干し場所　4.
喫煙所　5.図書、テレビコーナー　6.荷物置き場　7.駐車
場　8.子どもの遊び場

39 □ 高齢者、身体障害者用の環境を確保できています
か？

トイレや水道などに近い場所が確保できていると、負担が
軽減されます。

40 □ 仮設風呂、仮設トイレの設置場所は決まっていま
すか？

仮設風呂の利用時間も決めておくと、生活がスムーズで
す。

41 □ 炊き出しを行う場所は決まっていますか？ 炊き出しの時間も決めておくと、生活がスムーズです。

42 □ 仮設電話、テレビ、（冬の場合は暖房）の設置場
所は決まっていますか？

体育館近くにあると便利です。

43 □ 体育館、教室などでの仕切りの設置
プライバシー確保のため、仕切りなどが設置できると生活
が楽になります。

44 □ ボランティアの詰め所は確保できていますか？
ボランティアが多数援助におとずれる場合、ボランティア
の拠点および仮眠場所の確保が必要になります。

45 □ 授業場所の確保はできていますか？

授業場所が足りない場合、5種類の授業の行い方がありま
す。①学級編成（50人学級など）を行う　②午前・午後の
2部にわける　③近くの学校、公民館などを間借りする
④屋外・グラウンドを利用する　⑤特別教室を活用する

46 □ 避難生活場所は、一人あたり2.0～3.0㎡以上確
保できていますか？

避難生活者のストレスを軽くするために、一人が占める面
積を確保するとともに、プライバシーを守りやすいよう、
教室を開放することも一案です。

47 □ 高齢者、身体障害者用の部屋を確保できています
か？

できるかぎり1階に部屋を確保することが理想です。

48 □ 避難生活場所と、授業場所の動線をわけられてい
ますか？

避難者の動線と、学校関係者・子どもの動線をわけると、
授業と避難生活が混ざらずにすみます。

49 □ 部屋の使い方
避難生活場所と、授業場所の動線をわけられてい
ますか？

避難生活者が、生活部屋を移動しなくてすむことが理想で
す。

部屋の使い方

設備

情報伝達

運営

部屋の使い方

部屋の使い方

⑤３ヶ月後に大切なこと（避難所の縮小期）

②　被災して３日以降に大切なこと（自助、共助による避難生活期：体育館が重要になります）

③　一週間後に大切なこと（公助・救援生活期：グラウンド、プール、校舎など、各空間の動線を含めた学校全体の使い方が重要）

④一ヶ月後に大切なこと（学校の教育機能再開期：授業空間と避難生活空間を、いかに分離するかが重要）

喫煙場所、静かにする場所、立ち入り禁止場所など、ルー
ルを決めることが重要です。
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　受講者アンケート
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資料－３　シンポジウム配付資料

日 時

会　場：豊橋商工会議所  ９Ｆ  大ホール

参加費：無料　定員：１５０名（申 制）　

申込方法：裏面の参加申込書に必要事項をご記入の上、ＦＡＸまたはメールにてご連絡ください。

申  込  先：安全安心地域共創リサーチセンター（ ＦＡＸ　0532 - 44 - 6568   ／ Ｅ-mail　carm＠office.tut.ac.jp  ）　問い合わせ：0532 - 81 - 5157（担当：穂苅）

主催： 　　　　　　　　　　　         
後援（予定）：  東海圏減災研究コンソーシアム・国土交通省中部地方整備局・経済産業省中部経済産業局・豊橋市・豊川市・蒲郡市・田原市・豊橋商工会議所・（株）サイエンス・クリエイト・東三建設業協会

                            蒲郡地区委員会防災部会・御津臨海企業懇話会・明海地区防災協議会・神野地区防災自治会・田原臨海企業懇話会・自然災害研究協議会中部地区部会・環境共生技術研究会

１２ 月 0９ 日（ 火 ）
１３：００‐１７：００

豊橋技術科学大学　安全安心地域共創リサーチセンター

防災・減災のための

備えと行動

豊橋技術科学大学　安全安心地域共創リサーチセンター主催　シンポジウム

13:00-13:10 開 会 挨 拶

13:40-14:40 基 調 講 演

16:10-17:00 ディスカッション

14:50-17:00 パネルディスカッション

13:10-13:40 

鷺坂 浩孝（豊橋市防災危機管理監）

天野 明夫（大成建設（株）営業推進本部ライフサイクルケア推進部）

（安全安心地域共創リサーチセンター長）

東日本大震災の実態と教訓 ～ 求められる連携と協働 ～

大西　隆（豊橋技術科学大学長）

センター事業紹介

上田 歳彦（豊橋技術科学大学社会連携推進本部コーディネーター）

源栄 正人（東北大学災害科学国際研究所教授）

源栄 正人 ＋ 鷺坂 浩孝 ＋ 渡辺 悦男 ＋ 天野 明夫  and  斉藤大樹

（田原臨海企業懇話会代表／愛知海運産業 ( 株 )）渡辺 悦男
地域のレジリエンスについて－施設や企業単位のＢＣＭＳから地域での視点へー

命を守り安全に自宅に帰す－田原臨海企業懇話会の防災対策－

豊橋市の被害想定と防災・減災対策

話題提供

17:00 閉会 挨 拶

中澤 祥二（安全安心地域共創リサーチセンター副センター長）

穂苅 耕介（安全安心地域共創リサーチセンター　研究員）総合司会

※終了後、17:20 ～商工会議所の地下１階で意見交換会（会費：3,000 円）を開催します。

14:50-16:00 

コーディネーター
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２０１４年１２月９日（火）１３：００～１７：００　豊橋商工会議所９Ｆ大ホール
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13:00-13:10   

13:10-13:40

13:40-14:40

14:50-1700

17:00
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7
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Mikawa Bay coastal district is a center of 
manufacturing industry and a strategic point of land and sea transport

Toyohashi University of Technology
Area Risk Management of East Mikawa Region in Japan to Prepare for Nankai Trough Earthquake

Establishment of Disaster Risk Reduc on Research
Consor um among Universi es in Tokai Area
(March, 2013)

Public Symposium “Towards Disaster Mi ga on of
East Mikawa Region against Nankai Trough
Earthquake” (December , 2013) 

Photo Port of MIKAWA Port Informa on Center , TOYOHASHI

Es ma on of Maximum Seismic Intensity under Nankai Trough Earthquake

Risk
Management

Research
and 
prac ce

Ｎ

Mikawa Bay

ＣＡＲＭ

Citizens

Local
Governments

Toyohashi-City

Gamagori-City
Toyokawa-City

Tahara-City

Private
Companies
（Bay Area）

Jinno-Area

Gamagori-Area
Mito-Area

Akemi-area
Tahara-area

Tahara

Toyohashi

Toyokawa
Gamagori

Gamagori Mito
Jinno

Tahara Akemi
CARM

Collaborating with University,
Local Governments,

Private Companies, and CitizensC A R M

C A R M

Toyohashi University of Technology

Research Center for
Collabora ve Area Risk Management

By u lizing the techniques learned
in the training course, I will diagnose
the seismic safety of buildings.

By u lizing the knowledge learned
in the training course,I will make a
Business Con nuity Plan.

By collabora ng with trainees,
I will make an evacua on drill
against Tsunami.

＝

Figure：Cabinet O ce, Government of Japan
（h p://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/model/15/pdf/kisya_3.pdf）

Figure：Aichi Prefectural Government O cial Site
（h p://www.pref.aichi.jp/bousai/2014higaiyosoku/WhiteBook.pdf）

f）

East Mikawa Region

Photo：Port of MIKAWA  
（Port Informa on Center , TOYOHASHI）

This region is an important area
to support  logis cs and manufacturing
Industry of our country

Training Courses for Local Disaster Management
Specialists in East Mikawa Region
(October-November, 2014)

◇ Mechanism of
   earthquake
◇ History of natural
   disasters

◇ Seismic design of
   structures
◇ Seismic retro ng
   techniques 

- Routine preparations for the  large scale disaster  
- Eliminating the gap of disaster management ability among companies
- Dissemination of advanced countermeasure methods against disasters

◇ Mechanism of tsunami
   and storm surge
◇ Protec on against
   tsunami

◇ Risk management
   and BCP
◇ Evacua on drill
◇ Management of
   shelter space

Mikawa Bay coastal district is a center of 
manufacturing industry and a strategic point of land and sea transport

- Routine preparations for the  large scale disaster 
- Eliminating the gap of disaster management ability among companies
- Dissemination of advanced countermeasure methods against disasters

Damage of embankment by Tsunami

Spread of fire

Liquefaction of ground 

Damage of road and bridge

Building collapse by strong Earthquake
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報告書　実践的高度防災担当者養成プログラムの策定

　　　　平成 26 年度「成長分野等における中核的人材養成等の戦略的推進」

作成日　2015 年 1 月 30 日

編　集　国立大学法人　豊橋技術科学大学　安全安心地域共創リサーチセンター（ＣＡＲＭ）

　　　　（〒 441 － 8580  愛知県豊橋市天伯町雲雀ヶ丘 1-1 環境防災実験棟 201 室）

本報告書は、文部科学省の平成 26 年度「成長分野等における中核的人材養成等の戦略的推進」事業

の成果をまとめたものです。
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